
4.6 FSOI (Forecast Sensitivity Observation Im-
pact)

4.6.1 はじめに
数値予報システムでは、多種多様な観測データが同
化利用されている。同化された観測データがどのよう
に予報にインパクトを与えているか理解することは、
観測データ利用の改善及び予測精度向上のためには不
可欠である。数値予報開発センターでは、全球モデルの
予測精度向上を目的に、全球解析における観測データ
の新規利用及び利用手法改良に係る開発を行っている。
その一つとして、同化した観測データが予報に与える
インパクトを定量的に評価する手法 Forecast Sensitiv-

ity Observation Impact (FSOI; Langland and Baker

2004) について、現業システム上での定常的な稼働に
向けて開発を進めている。
観測データが予報に与えるインパクトについて、気象
庁においてはこれまで観測データセットを追加・棄却す
る観測システム実験 (OSE: Observing System Exper-

iment)、あるいは、疑似観測データを作成してデータ
同化を行う観測システムシミュレーション実験 (OSSE:

Observing System Simulation Experiment) により評
価してきた。OSEあるいはOSSEでの観測データの同
化による評価では、対象とする観測データの使用・不
使用の設定でそれぞれサイクル実験と予報を行う必要
があり、多くの計算機資源と時間を要する。それに対
し FSOIによる評価では、１回の実験で観測データご
とに予報に与えるインパクトを定量的に診断できるの
が特徴である。
気象庁における FSOIの開発は 2008年頃から進めら
れてきており、これまで気象研究所の実験システムに実
装され、その結果が報告されている (石橋 2011, 2015;

Ishibashi 2018)。現在、気象庁では気象研究所で実装
された FSOIを数値予報課の実験システム（2019年 12

月時点の現業システム相当）に移植・実装している。
本節では、全球解析へ実装した FSOIについて紹介
する。なお、FSOI自体の詳細な解説は Langland and

Baker (2004)を、気象庁におけるこれまでの FSOI開
発については石橋 (2011), Ishibashi (2018)を参照され
たい。

4.6.2 FSOIの概念
一般的にデータ同化によるサイクル解析では、観測
データで第一推定値を修正することにより予報が改善
されるとされている。つまり、この予報の改善は観測
データの同化によってもたらされたとみなすことがで
きる。FSOIでは、この予報の改善を数値予報モデルの
線形近似を利用して解析時刻にまで時間をさかのぼり、
個々の観測データのインパクトに変換し評価する手法
である。FSOIの概念を図 4.6.1で示す。ここで、x, y

はそれぞれモデル空間、観測空間を示す。上添え字 a,

b, f , oはそれぞれ解析値、第一推定値、予報値、観測
値を、下添え字は時刻を示す。例えば、xb

0|−6 は 6時
間前を初期時刻とする時刻 0におけるモデル空間にお
ける第一推定値を意味する。6時間前の解析値 xa

−6 を
初期値として予報すると、時刻 0に第一推定値 xb

0|−6、

時刻 tに予報値 xf
t|−6 を得る。時刻 0における観測値

yo を同化するとインクリメント δxが得られ、より真
値に近いと考えられる解析値 xa

0 を得る。解析値 xa
0 か

ら予報を行うと時刻 tの予報値は xf
t|0 となる。ここで

時刻の異なる解析値からの時刻 tにおける予報値に着
目すると、xf

t|0 の方が xf
t|−6 よりもより真値に近いと

想定され、この差は時刻 0の観測値 yoの同化によって
実現したものである。ここで時刻 tにおける xf

t|0 の予

報誤差を Et|0 = xf
t|0 − xa

tとすると、予報誤差のエネ
ルギーノルムは

eft|0 = ET
t|0CEt|0 (4.6.1)

と表される。ここでCは、乾燥エネルギーノルムや湿
潤エネルギーノルム等の誤差の評価に用いるノルムを
計算するための行列とする。これによりエネルギーノ
ルム差∆e、つまり FSOIによる観測インパクトは以下
のように展開できる。
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(4.6.2)

ここで、非線形モデルM の接線形モデルをM、随伴
モデルをMT、Kはカルマンゲイン、カルマンゲイン
の随伴行列をKT、Hは観測演算子とする。δyobは観
測値と第一推定値の差（O-B、D値）である。(4.6.2)

式が意味するところは以下のとおりである。まず時刻
tにおける予報誤差C

(
Et|0 +Et|−6

)
に左からMT を

かけて時刻 0に戻す。さらに左からKTをかけてモデ
ル空間から観測空間に変換することで、δyobに対する
予報誤差の感度（勾配）ベクトルとなる。最後に δyob

をかけることで観測 yoの同化によって減少した予報誤
差エネルギーノルムが得られ、つまりは FSOIによる
観測インパクトを得ることができる。また、着目する
観測データごとにインパクトを診断することも可能で
ある。ある観測データを同化したことによって予報誤
差が減少（増加）した場合、その観測データのインパ
クトは負（正）となる。全観測データのインパクトの
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図 4.6.1 FSOIの概念図。Kotsuki et al. (2019)を改変。

総計に占める寄与率としては正（負）と表わすことも
できる。

4.6.3 全球解析システムにおける FSOIの実装
次に気象庁における FSOIの実装について解説する。

FSOIにおける予報誤差の評価には、数値予報モデル
の線形近似が成り立つと仮定した 24時間予報を対象
とし、指標となる予報誤差のエネルギーノルムには乾
燥エネルギーノルム (Rabier et al. 1996)を使用してい
る1。FSOIの単位は J/kgである。
(4.6.2)式のC
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を展開すると、
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(4.6.3)

と書ける。ここではインクリメント δxを使う式に変
形するために、非線形モデルM を接線系モデルMで
近似している。背景場については第一推定値 xb

0|−6 に
非線形モデルM を作用させて時間発展を計算するが、
解析値 xa

0 からの時間発展は陽には計算せず、インク
リメント δxに接線形モデルMをかけている。これは
接線系を仮定した解析では、解析場と背景場それぞれ
に沿った時間発展は同じものであり、区別されないこ
とに起因する (石橋 2011)。そのためインクリメントを
Mで時間発展させ、予報誤差を計算することは妥当で
あると考えられる。
次に、(4.6.2)式には 4D-Varでは陽に求めていない
カルマンゲインKの随伴行列KT がある。Kのサイ
ズはモデルの次元×観測数であるためメモリ上に保持
できず、KT を求めることも困難である。そのためこ
のままでは FSOIを計算できない。そこで 4D-Varの
アルゴリズムを利用して、KT を陽に計算しなくても
済むようにしている。まず、Kは 4D-Varにおける評
1 全球的な力学場を評価する場合には乾燥エネルギーノル
ムで十分であろう。またノルムの選択問題については石橋
(2011), 石橋 (2015)を参照されたい。

価関数 J のヘッセ行列（解析誤差共分散行列）Aを使
うと、一般的には

K = AHTR−1 (4.6.4)

である。Rは観測誤差共分散行列である。これからKT

は

KT = R−1HA (4.6.5)

と書ける。4D-Varでは、インクリメントは

δx = Kδyob

= AHTR−1δyob
(4.6.6)

のようにKを陽に使わずに繰り返し計算によって求め
られている。ここで、HTR−1δyobは評価関数 Jの勾配
δJ/δxで使われているベクトルである。このアルゴリズ
ムを利用することで、(4.6.6)式のベクトルHTR−1δyob

を感度ベクトルMTC
(
Et|0 +Et|−6

)
で置き換えて繰

り返し計算を行うと、AMTC
(
Et|0 +Et|−6

)
が求ま

る。さらに左からR−1Hをかけて、(4.6.5)式を利用す
ると、

R−1HAMTC
(
Et|0 +Et|−6

)
= KTMTC

(
Et|0 +Et|−6

) (4.6.7)

となる。4D-Var の中でベクトル HTR−1δyob を
感度ベクトル MTC

(
Et|0 +Et|−6

)
で置き換え

ることによって KT を直接計算せずにベクトル
KTMTC

(
Et|0 +Et|−6

)
を計算することができるよ

うになる。これにより FSOI による観測インパクト
(4.6.2)式が求められる。

4.6.4 FSOIの結果
上記システムを用いて、2018年 7月 21日–9月 11日

（夏実験）、2018年 12月 21日–2019年 2月 11日（冬
実験）を対象に FSOIによる観測インパクトを計算し
た。特に表記しない限りここでは夏実験の結果を示す。
また、全球解析システムで同化している観測データに
ついては表 4.6.1に示す。
観測種別ごとのインパクトの寄与率を図 4.6.2に示
す（冬実験については図略）。衛星観測データの寄与は
80.7 %（冬: 71.4 %）に達し、そのうち輝度温度観測
データの寄与は 65.3 %（冬: 60.9 %）である。2014年
8月時点のシステムを用いた石橋 (2015)では輝度温度
観測データの寄与は 50 %未満であったことを踏まえる
と、近年の様々な開発成果の導入により輝度温度観測
データの重要性が増していることを示している。輝度
温度観測データではマイクロ波サウンダ AMSU-Aの
寄与が 29.9 %（冬: 21.7 %）で最も大きく、次にマイ
クロ波サウンダ ATMS の 12.8 %（14.7 %）と続く。
ハイパースペクトル赤外サウンダについては、CrIS,

IASI, AIRSを合計すると全観測数のうち 48.8 %（冬:
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48.8 %）の膨大な割合を占めており、寄与の合計にお
いても 13.8 %（冬: 15.7 %）と大きなインパクトを持っ
ていることが分かる。一方でラジオゾンデ等の従来型
観測については、寄与率は大きくないものの、1観測
当たりの改善インパクトは大きく、重要な観測データ
であることを示している（図略）。水蒸気に感度のある
マイクロ波イメージャとマイクロ波サウンダは全般的
にインパクトが小さく、1観測あたりのインパクトも
小さい（図略）。要因について、石橋 (2011)は乾燥エ
ネルギーノルムによる評価や観測誤差膨張等によるも
のであろうと考察している。
次に同化ウィンドウごとのインパクトについて図

4.6.3に示す。AMSU-A、AHIともに同化ウィンドウの
後半ほど改善インパクトが大きい。他の観測データで
も同様の結果となっており、要因としては急速に発達
するモードが背景場に含まれていることで、同化ウィ
ンドウの後ろほどO-Bが大きくなりやすく、改善イン
パクトも大きくなるとされている (Ishibashi 2018)。た
だし、AHIでは同化ウィンドウ前半で改悪インパクト
となっており、上述の理由では説明できない。これは
AHI以外にもABIや SEVIRIといった CSRに共通の
特徴で、冬実験でも同様の傾向である。CSRでは背景
誤差と観測誤差のバランスや同化ウィンドウ前半での
背景誤差共分散行列の形が不適切といったことが要因
として考えられる。
FSOI の水平分布を、マイクロ波サウンダである

AMSU-A と MHS についてそれぞれ図 4.6.4 に示す。
AMSU-A（気温サウンダ）とMHS（水蒸気サウンダ）
は合わせて NOAAやMetopなどの極軌道衛星に搭載
されているセンサで、概ね同じ時刻に同じ位置の観測
データが得られる2。現在 AMSU-Aは雲や降水の影響
を受けない晴天域でのみ同化利用されており、MHSは
雲や降水域も含む全天同化で利用されている。FSOIの
水平分布をみると、インパクトの最も大きいAMSU-A

は全球的に改善インパクトが卓越し、特にラジオゾン
デ等従来型観測の少ない南半球で改善インパクトが大
きいことが確認できる。細部について確認すると、東
太平洋の熱帯海上では帯状の改悪インパクトが見られ
るが、これに対しMHSでは、同領域においては改善イ
ンパクトとなっている。冬実験においても同様に、熱
帯海上でAMSU-AとMHSでインパクトが逆になって
いる領域が見られる。両者の間に逆のインパクトがみ
られる要因として、全天同化が行われているMHSでは
雲域でも有効な情報が引き出され、改善インパクトが
得られている一方で、晴天域でのみ同化利用されてい
るAMSU-Aについては海上では雲の影響を受けないよ
うな品質管理を行っているが、雲周辺で何かしらの影
響を受けている可能性が考えられる。また、AMSU-A

については陸上の雨域と考えられる領域で改悪インパ

2 いくつかの衛星ではMHSの故障等により AMSU-Aのみ
データを利用している。
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図 4.6.2 夏実験における観測種別ごとのインパクトの寄与
率。正は改善インパクト、負は改悪インパクトを示す。

図 4.6.3 夏実験における同化ウィンドウごとの (a) AMSU-
A, (b) AHI のインパクト及び観測数。負は改善インパク
ト、正は改悪インパクトを示す。

クトを示すことが確認されている（図略）。陸上では雨
域判別が困難なことから晴天域として同化利用してい
るため降水による悪影響を受け、予報が悪化したこと
によるものと考えられる。このように FSOIで観測イ
ンパクトが改悪となる領域では同化手法の系統的な問
題が存在する可能性もあり (石橋 2015)、詳細に調べる
ことで観測データの利用方法が改良できることを示唆
し、予報の改善につながる可能性がある。

4.6.5 FSOIとOSEの比較
様々な観測データセットを棄却するOSEを実施し、
観測インパクトについて FSOI と OSE の比較を行っ
た。OSEでも FSOIと同様に 24時間予報の精度検証
を行った。実験システム、実験期間についても FSOI

と同様である。検証用のリファレンスとして、多様な
観測を同化利用している独立した客観解析システムの
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図 4.6.4 夏実験における (a) AMSU-A, (b) MHS の FSOI
の水平分布。青色は改善インパクト、赤色は改悪インパク
トを示す。単位は 1.0× 10−4 J/kg。楕円で囲った範囲は
本文中で言及した東太平洋の熱帯海上を示す。

データである ECMWF再解析 ERA5 (Hersbach et al.

2020) を使用した。精度の指標としては、全ての観測
データを同化利用している実験のRMSEとの比較によ
る OSEにおける RMSEの改善率を用いた。
図 4.6.5 は高層観測（ラジオゾンデ、パイロットバ
ルーン、ウィンドプロファイラ）を棄却した OSE の
RMSE改善率である。北半球を中心に予報が大幅に悪
化していることが分かる。図 4.6.6に FSOIによるラ
ジオゾンデのインパクトを示す。寄与率では 6.7 % (図
4.6.2) を占めるラジオゾンデ観測の多くは改善インパ
クトである。したがって、北半球に集中しているラジ
オゾンデを棄却した OSEを行うと北半球を中心に予
報が大きく悪化するため、FSOIとOSEの結果は整合
的である。一方で、整合的でない観測データもある。
ハイパースペクトル赤外サウンダを棄却した OSEの
結果では全球的に予報は改悪しているものの、ラジオ
ゾンデほど大きく悪化しない（図 4.6.7）。しかしハイ
パースペクトル赤外サウンダは FSOIでは 13.8 %と大
きなインパクトを持ち、面的にも全球で改善インパク
トを持つ観測である（図 4.6.8）。また、マイクロ波イ
メージャではOSE実験では予報が大きく改悪する割に
（図略）、FSOIの改善インパクトは小さい。このよう
に、FSOIと OSEが整合的でない場合があり、FSOI

は OSEの代替とはならないことを示唆している。

表 4.6.1 FSOIによる観測インパクト評価に用いた観測種別。
観測種別 説明

SCAT マイクロ波散乱計による海上風
AMV POL 極軌道衛星による大気追跡風
AMV GEO 静止軌道衛星による大気追跡風
WPR ウィンドプロファイラ
BOGUS 台風ボーガス
AVIATION 航空機観測
SONDE ラジオゾンデ
SURF 地上観測
G-GNSS 地上 GNSS観測
GNSS-RO GNSS掩蔽観測
WindSat マイクロ波イメージャ
IMAGER GOES-15/CSR

SEVIRI Meteosat-8,11/CSR

ABI GOES-16/CSR

AHI Himawari-8/CSR

CrIS ハイパースペクトル赤外サウンダ
IASI ハイパースペクトル赤外サウンダ
AIRS ハイパースペクトル赤外サウンダ
SSMIS-S, -I マイクロ波水蒸気サウンダ、イメージャ
GMI-S, -I マイクロ波水蒸気サウンダ、イメージャ
MWRI マイクロ波イメージャ
AMSR マイクロ波イメージャ
SAPHIR マイクロ波水蒸気サウンダ
ATMS マイクロ波気温・水蒸気サウンダ
MHS マイクロ波水蒸気サウンダ
AMSU-A マイクロ波気温サウンダ

4.6.6 まとめと課題
FSOIにより、観測データごとの予報への寄与を定
量的に評価することが可能となった。これまで実施さ
れてきた OSEでは対象となる観測データセットを棄
却することで観測インパクトを見積もってきたが、異
なる観測データセットを調べる際には別途実験をする
必要があり、人的にも計算的にもコストがかかってい
た。しかしながら、非線形モデルを含むシステム全体
の性能を評価できるという特徴がある。FSOIでは 1回
の実験だけで観測種別ごとのインパクトを評価できる
が、時間発展は線形を仮定するため、モデルの非線形
性、再現性、バイアス等の影響を受ける可能性があり、
その結果の解釈は慎重に行わなければならない。また、
前項で示した通り、FSOIとOSEの結果は必ずしも一
致しないことから、両者が必要であることに変わりは
なく、それぞれ互いを代替するものでもない。これら
OSEと FSOIの特徴を表 4.6.2に簡単にまとめている
ので参照されたい。
今後の予定として、より現業に近いシステムもしく
は最新の現業システムへの移植・実験を進めるととも
に、現業システムでの定常的な稼働を検討している。
そのためには、実装方法や維持管理のコストも含めた
課題の整理が必要である。FSOIの応用としては、観測
データの予測へのインパクトを日々監視するモニター
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表 4.6.2 FSOIと OSEによる観測インパクト評価の違い。
FSOI OSE

計算コスト 小 大
検証予報時間 FT=24 hr 短期 – 中期
評価対象 すべての同化 観測データ 対象の観測データセット
リアルタイム評価 可能 不可能
品質管理への応用 可能 ある程度可能
モデル改良への応用 可能 困難
観測インパクト評価の妥当性 モデル非線形性、再現性、バイアス等の悪影響を受ける システム性能込みで評価

としての活用や、予測誤差が大きい事例の原因調査、新
規導入観測データの効果の確認、同化システムの課題
発見、品質管理の高度化等に役立つことが期待される。
一方で、FSOIで改悪インパクトとなった観測につい
ては、当該観測データの品質に問題があるわけではな
く、数値予報システムや品質管理が不適切であり、観
測情報を適切に引き出せていない可能性が大いに考え
られる。そのため、FSOIの結果が観測データの利用
価値に直結するわけではなく、数値予報システムの特
性や OSEの結果等と合わせて慎重に解釈する必要が
ある。

図 4.6.5 高層観測を棄却した OSE（夏実験）において、
ERA5 を参照値とした予報精度検証。気温の帯状平均の
RMSE改善率 [%]を示す。寒色は予報精度の改善、 暖色
は改悪を示す。網掛けは信頼区間 95 %で有意であること
を示す。統計期間は 2018年 8月 1日–8月 31日。

図 4.6.6 夏実験におけるラジオゾンデの FSOIの水平分布。
青色は改善インパクト、赤色は改悪インパクトを示す。

図 4.6.7 図 4.6.5と同様。だたしハイバースペクトル赤外サ
ウンダを棄却した OSEについて。

図 4.6.8 図 4.6.6 と同様。ただし CrIS（上段）、IASI（下
段）の FSOIについて。AIRSはインパクトが小さいので
省略した。
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4.7 水蒸気観測データの数値予報での利用に関す
る開発

4.7.1 はじめに
気象庁では、線状降水帯の予測精度向上の早期実現
に向け、「観測の強化」、「予測の強化」、「情報の改善」
に関する取り組みの加速化を進めている (気象庁 2021,

2022b)。このうち「観測の強化」では、「地域気象観測
所（アメダス）への湿度計導入」、「気象レーダーの更
新強化」、「洋上の水蒸気等の観測の強化」、「マイクロ
波放射計の整備等」、「高層気象観測の強化」、「気象衛
星観測の強化」の各項目を実現するべく施策を進めて
いる。
　本節では「観測の強化」に向けた取り組みのうち、マ
イクロ波放射計、アメダス湿度計、洋上の水蒸気等の
観測（民間船舶によるGNSS観測）から得られた水蒸
気観測のデータ同化での利用に向けた調査、開発の進
捗について報告する。

4.7.2 地上設置型マイクロ波放射計データの利用に
関する開発

(1) 地上設置型マイクロ波放射計データの試験利用
気象庁では、線状降水帯を引き起こす幅数百キロメー
トル規模の水蒸気の流入を捉えるため、水蒸気の高度
分布を測定可能な地上設置型のマイクロ波放射計（以
降、MWRとする）を令和 5年 4月までに図 4.7.1(気
象庁 2022b)に示す 17箇所に設置する予定であり、最
初に設置された名瀬のMWRによる観測が令和 4年 7

月から開始された。
　同月には現業のメソ数値予報システムと同等の試験
環境においてMWRデータのリアルタイムでの同化利
用が開始され、その予測結果は天気予報を発表する際
の参考資料として利用されている。
　その後、令和 4年 12月までに八丈島、高知、浜田、
鳥取へのMWRの設置が完了し、そのデータを試験環
境でデータ同化に利用している。

(2) MWRについて
MWRは大気中の水蒸気や酸素、雲などが発するマ
イクロ波帯域の電磁波の強さから輝度温度を測定し、そ
のデータから大気の気温や水蒸気などを推定する測器
である。今回気象庁で整備するMWRはドイツのRPG

社のMWRである。水蒸気に感度のある 7チャンネル
と気温に感度のある 7チャンネルの合計 14チャンネル
で大気中の輝度温度を観測し、数秒～数分間隔で気温
や水蒸気の鉛直プロファイル、可降水量等を推定する
ことが可能である。

(3) MWRデータの同化手法及び品質管理処理
MWRデータの同化には観測した輝度温度を直接同
化する手法、1D-VARでリトリーブした気温や水蒸気の
鉛直プロファイルを同化する手法、2ch法 (Hogg et al.

図 4.7.1 MWRの設置予定地点。第 4回線状降水帯予測精
度向上WG資料に加筆。

図 4.7.2 名瀬に設置されたMWRによる NNで推定した可
降水量と名瀬に設置された近隣の地上 GNSS による可降
水量の散布図。横軸は地上 GNSSの可降水量 [mm]、縦軸
はMWRの可降水量 [mm]。観測時刻が毎正時に最も近い
MWRデータ以外を除去（時間間引き）後、品質管理処理
を通過し同化に利用された MWR データを水色丸、同化
に利用されなかったMWRデータを灰色丸で示している。
統計期間は 2022年 7月 14日から 2022年 8月 20日。

1983) やニューラルネット (NN) で推定した可降水量
を同化する手法などがある。今回は早期に数値予報で
の利用を開始するため、既に地上GNSSデータの利用
で実績がある可降水量による同化手法 (石川 2010)を
採用し、概ね地上GNSSと同様の処理を実装した。但
し、地上GNSSの可降水量と比較してMWRの可降水
量は降雨の影響によりデータ品質が低下するため、降
雨時の低品質データを排除する品質管理処理を新たに
導入した。
　名瀬に設置されたMWRのNNによる可降水量の品
質確認を行ったところ (図 4.7.2)、品質管理処理によっ

99



図 4.7.3 2022年 7月 18日 09UTCを対象時刻とした初期時刻 2022年 7月 18日 03UTCからのメソモデルの 6時間予測の事
例。上段の図のカラーは前 3時間降水量 [mm]、等値線は海面更正気圧 [hPa]を示す。上段左はMWRを同化に利用しない
場合の予測、上段中央はMWRを同化に利用した場合の予測、上段右は実況（解析雨量の 3時間積算値）である。下段のカ
ラーは可降水量 [mm]、矢羽は地上風 [kt]を示す。下段左はMWRを同化に利用しない場合の予測、下段中央はMWRを同
化に利用した場合の予測であり、下段右はMWRを同化に利用した場合と同化に利用しない場合の可降水量の差分を示す。

て低品質データは棄却され、同化に利用されるMWR

のデータは地上GNSSのデータとの整合性が良いこと
が確認できる。

(4) 事例調査
図 4.7.3にMWR可降水量の同化利用による改善事
例を示す。この事例では、名瀬に設置されたMWRの
可降水量が第一推定値より多かったため、MWR可降
水量を同化した実験のほうが初期値において可降水量
が増加した。その結果、MWR可降水量を同化した実
験の予測はMWRを同化しない実験の予測に比べて名
瀬の風下での可降水量が増加したことによって予測さ
れる降水量が増加し、実況に近い予測となり改善した。

4.7.3 アメダス湿度データ利用に関する開発
局地的な集中豪雨を予測のターゲットとしている局
地数値予報システムでは、約 160箇所の地上気象官署
及び特別地域気象観測所で観測される相対湿度（以降、
SYNOP湿度とする）をデータ同化に利用している (永
戸ほか 2013)。
　線状降水帯などに伴う集中豪雨の予測精度の向上に
は大気下層の水蒸気の監視能力の強化及び、その観測
のデータ同化での利用による予測精度の向上が重要で
あるため、令和 3年 3月以降、順次全国のアメダス観
測所への湿度計の設置が進められている。令和 2年度

には 54箇所、令和 3年度には更に 103箇所のアメダ
ス観測所への湿度計の設置が完了しており、最終的に
は 500箇所以上のアメダス観測所に湿度計が設置され
る予定である。これらのアメダス湿度データの局地解
析での新規利用に向けて開発を進めるとともに、メソ
解析での日本の SYNOP湿度及びアメダス湿度の利用
に向けた開発にも取り組んでいる。
　アメダス湿度データの同化処理及び品質管理処理は、
局地解析での SYNOP湿度データの利用に対する処理
をベースに構築している。ただし、SYNOP湿度の同
化では観測要素である相対湿度から解析要素である比
湿に変換1する際に必要となる地上気圧も同時に観測さ
れているためその観測データを利用して変換を行って
いるが、アメダス観測所では地上気圧は観測されてい
ないため、比湿への変換に利用する地上気圧としてモ
デルの第一推定値をアメダス観測点に内挿した値を利
用することとした。メソ解析においても局地解析と同
様の手法により地上湿度の同化を行う。
　メソ解析において地上湿度をデータ同化に使用した
実験と使用しない実験の結果を比較することにより、

1 相対湿度ではなく比湿を用いる理由として、気温の高い夏
季は水蒸気量そのものの同化が効果的であること、夏季日中
のモデル気温の負バイアスにより、相対湿度による同化では
水蒸気量を実際より過少に評価してしまうことがが挙げられ
る (永戸ほか 2013)。
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図 4.7.4 地上観測を参照値とした地上比湿 [g/kg]の平均誤
差（左図）と二乗平均平方根誤差（右図）の予測時間別の
統計検証。青線は地上湿度をデータ同化に利用しない実験、
赤線は地上湿度をデータ同化に利用した実験を示している。
統計期間は 2021年 7月 1日から 7月 31日。

図 4.7.5 2022年 7月 15日 18UTCを対象時刻とした初期
時刻 2022年 7月 15日 06UTCのメソモデルの 12時間予
測の事例。上段の図のカラーは前 3時間降水量 [mm]、矢
羽は地上風 [kt]を示す。上段左は地上湿度を同化に利用し
ない場合の予測、上段右は地上湿度を同化に利用した場合
の予測を示す。下段左の図のカラーは実況（解析雨量）の
前 3時間降水量である。下段左の図は地上湿度を同化に利
用した場合と地上湿度を同化に利用しない場合の初期時刻
における可降水量の差分 [mm]である。

地上湿度の同化がメソモデルの地上比湿の予測精度に
与える影響を確認したところ、図 4.7.4に示す通り予測
前半を中心に地上湿度のバイアス、RMSEを改善する
効果が見られた。局地モデルにおいても予測期間を通
して地上湿度の予測精度が向上することを確認した。
　図 4.7.5にメソ解析で地上湿度を同化に利用した場
合の改善事例を示す。この事例では、地上湿度ありの
方が地上湿度なしに比べて宮城県付近の降水を強め、3

時間積算降水量の予測が実況に近づいていることが分
かる。アメダス及び SYNOPの湿度観測の同化によっ
て初期時刻における静岡県付近の可降水量が増加した
ため、12時間予測において風下にあたる宮城県付近の
降水量が増加し、より実況に近づいたと考えられる。

図 4.7.6 船舶 GNSSの観測領域を示す模式図。カラーのラ
インは GNSS 受信機を設置した民間船舶の航路を示して
おり、黄色塗りの領域は民間船舶の主な観測領域を示して
いる。第 4回線状降水帯予測精度向上WG資料から引用。

4.7.4 民間船舶GNSSの利用
令和 3年 8月 31日に気象庁及び海上保安庁の船舶

GNSS可降水量データのメソ解析での利用を開始した
(気象庁 2022a)。海上における水蒸気観測領域のさらな
る拡充を目指して、旅客船や貨物船などの民間船舶へ
の GNSS受信機の設置を進めている (気象庁 2022b)。
　これらの観測データは数値予報に利用する前に品質
を調査し、問題がないことを確認した上で順次利用を
開始している。令和 4年度中に合計 10隻の民間船舶に
よる水蒸気観測を開始する予定である（図 4.7.6)。令
和 4年 12月末までに品質に問題がないことを確認した
6隻の民間船舶の GNSSデータのメソ解析での利用を
開始した。

4.7.5 今後の予定
MWRデータの利用に関しては、新たに観測が開始
された地点のデータ品質を確認した後、リアルタイム
の試験環境に順次追加して解析、予測に与える影響を
調査し、得られた結果をもとに品質管理処理を見直す。
また、令和 4年度末に設置完了予定の 17箇所のマイク
ロ波放射計が「観測網」としてどのように降水予測に
影響を与えるのかを評価する。
　更に、局地解析でのマイクロ波放射計可降水量デー
タの利用についても開発を進め、令和 5年度末にメソ
解析、局地解析での現業利用開始を計画している。そ
の後、輝度温度の直接同化、より高頻度なデータの利
用に向けた開発等に取り組む予定である。
　アメダス湿度計の利用に関しては、品質管理手法の
高度化を検討したうえで、メソ数値予報システム、局
地数値予報システムに与える影響を確認するため、そ
れぞれ事例調査や統計的な評価を実施する。令和 4年
度末のメソ解析及び局地解析での現業利用開始を目指
して開発を進めている。
　民間船舶GNSSの可降水量データのメソ解析での利
用については引き続き、通報が開始された船舶 GNSS
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のデータ品質を確認後、速やかに現業での利用を開始
する。
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4.8 線状降水帯の発生確度

4.8.1 はじめに
気象庁では大雨災害の軽減のため、線状の降水帯に
より非常に激しい雨が降り続いている状況を「線状降
水帯」というキーワードで解説する「顕著な大雨に関
する気象情報」の発表を 2021年出水期から開始した1。
また 2022年出水期からは、そのような状況となる可能
性がある程度高い場合の「線状降水帯による大雨の半
日程度前からの呼びかけ」を開始した2。
このように、大雨災害に対する危機感を伝えるうえ
で線状降水帯の的確な情報を発表することが必要とさ
れており、特に発生予測情報の精緻化が急務となって
いる。数値予報開発センターでは、線状降水帯の発生
予測を支援するプロダクトとして、発生しやすい地域
やその程度を予測する「線状降水帯の発生確度」を開
発して部内試験運用を行っている。ここでは現状での
プロダクトの仕様と精度検証結果を説明する。

4.8.2 仕様の概要
線状降水帯の発生確度はMEPS大雨発生確率ガイダ
ンス (気象庁 2022)を用いて計算する。大雨発生確率
ガイダンスは、3時間降水量 80 mm, 100 mm, 120 mm

を閾値として、それ以上の降水量となる確率を予測す
るガイダンスである3。
線状降水帯の発生確度では、ある 3時間降水量閾値

(80 mm, 100 mmのいずれか)におけるMEPS大雨発
生確率ガイダンスの各メンバーについて、ある閾値以
上の確率が予想されている領域の水平分布から、線状
降水帯に相当する形状となっている領域を抽出する。
ここで線状降水帯と判定する基準は「顕著な大雨に関
する気象情報」の発表基準4に即した以下の 2条件を満
たすことであるとした。

• 面積が 500 km2 以上、または格子数が
15格子以上

• 長軸・短軸比が 2.5以上

メンバー間の予測のばらつきによって、線状降水帯の
領域の検出結果にもメンバーごとに違いが生じるが、
線状降水帯と判定されたメンバー数が多いほど、発生
確度が高いと考えることができることから、各格子点
に対して線状降水帯の領域内であると判別されたメン
バー数の全メンバー数に対する割合を算出し、それを
その格子における線状降水帯の発生確度とした。

1 https://www.jma.go.jp/jma/press/2106/14a/

20210614 kenchona teikyoukaishijikoku.pdf
2 https://www.jma.go.jp/jma/press/2205/18a/

20220518 jyouhoukaizen.html
3 3時間降水量 80 mmを閾値とする大雨発生確率ガイダン
スは部内利用を目的に計算している。
4 https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/bosai/

kishojoho senjoukousuitai.html#b

プロダクトの仕様は大雨発生確率ガイダンスと同様
であり、格子間隔は 5 km（等緯度経度格子）、予測対
象は 3時間（対象時刻とその前後 1時間）、予報時間
(FT)は 3～39時間後までの 1時間毎である。発生確度
の計算は、3時間降水量の閾値 80 mm（確率の閾値は
30, 35, 40, 45%）、100 mm（確率の閾値は 15, 20, 25,

30%）のそれぞれに対して行う。

図 4.8.1 線状降水帯の発生確度の検証対象領域（着色した
領域）と、地域の分割。地域別検証では隣接する地域間で
重複がある。

4.8.3 検証
2019年 6月～2021年 10月（各年 1～4月は除く)の
期間について図 4.8.1に示す地域別に統計検証を実施
した。検証においては解析雨量の分布が上述の 2条件
を満たした事例を線状降水帯の観測事例とし、線状降
水帯が予想された格子と線状降水帯の観測領域までの
距離が 100 km以内となった場合に予測の適中とした。
閾値が 100 mm/3h, 25%の場合の検証結果を図 4.8.2

に示した。この期間に上述の 2条件を満たした事例数
は全国で 185あり、九州の事例数は 112と地域別では
最も多かった。線状降水帯の発生頻度の地域的偏りに
よって、発生確度の信頼度にも領域毎に著しい違いが
あり、頻度が高い九州や、比較的高い西日本や東日本
（それぞれ観測事例数 29, 34）では信頼度曲線が対角
線に近く、確率情報として一定の精度があることを表
している。それら以外の発生頻度の低い地域では発生
確度の信頼度は低く、本プロダクトだけを用いて線状
降水帯発生のポテンシャルを捉えることは現状では難
しい。
長崎・佐賀県に「顕著な大雨に関する気象情報」が発
表された 2021年 8月 14日 6時 JSTに対する FT別の
線状降水帯の発生確度（100 mm/3h以上、閾値 25%）
の分布を図 4.8.3に示した。メンバーごとでは線状降
水帯検出の有無や検出位置の違いが大きいが、発生確
度で見ると観測された線状降水帯の位置を中心に高い
値が得られている。FT=8の予測結果は長崎県付近に
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図 4.8.2 線状降水帯の発生確度（降水量閾値 100 mm/3h、確率閾値 25%）の領域別の信頼度曲線。縦軸：実況での線状降水
帯発生率、横軸：線状降水帯検出メンバー数。ここでは、対象格子の周辺 100 km以内に現象があれば「現象あり」としてい
る。なお北海道は事例数が少ないためここでは図を省略したが、全格子の図には北海道のデータも含まれる。

図 4.8.3 2021年 8月 14日 5時 JSTに対する線状降水帯の発生確度（降水量閾値 100 mm/3h、確率閾値 25%）。上段左から、
FT=26, 20, 14, 8での発生確度。下段には FT=14における各メンバーの検出領域を着色域で示す。また右端には解析雨量
の 6時 JSTまでの 3時間降水量（右下図）とそれから解析された線状降水帯の位置（右上図）を示している。

図 4.8.4 2021年 7月 1日 8時 JSTに対する線状降水帯の発生確度（降水量閾値 100 mm/3h、確率閾値 25%）。上段左から、
FT=23, 17, 11, 5での発生確度。下段には FT=5における各メンバーの検出領域を着色域で示す。また右端には解析雨量の
9時 JSTまでの 3時間降水量（右下図）とそれから解析された線状降水帯の位置（右上図）を示している。

50%を超える高い発生確度が計算されている。またこ
の事例では FT=26まで遡っても、ピーク値は小さく
なるものの線状降水帯発生のポテンシャルを捉えるこ
とができていることがわかる。
このように事前に検出できた事例がある一方、どの
メンバーでも線状降水帯発生の可能性が検出できなかっ

た事例もある。図 4.8.4は伊豆諸島北部に対して「顕著
な大雨に関する気象情報」が発表された 2021年 7月 1

日 8時 JSTに対する予測結果である。FT=5の時点に
おいても当該地域では線状降水帯のシグナルは検出で
きていない。
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4.8.4 まとめ
線状降水帯の発生予測を支援するプロダクトとして、

MEPS大雨発生確率ガイダンスを活用した線状降水帯
の発生確度の開発を行っている。顕著な降水を事前に
察知することを目的としているが、技術的に難易度が
高いプロダクトであり、今後も精度向上を目指して開
発を継続していく。

参考文献
気象庁, 2022: 大雨発生確率ガイダンス. 数値予報開発
センター年報（令和 3年）, 気象庁 数値予報開発セ
ンター, 120–121.
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4.9 統合型ガイダンス

4.9.1 はじめに
数値予報開発センターでは、面的および任意の地点
における目先から 5日先までの高精度でシームレスな
予測と誤差情報の作成を目的として、複数の数値予報
結果や観測データをAI技術の活用によって最適に組み
合わせる統合型ガイダンス（仮称）の開発を 2018年度
から行っている。2019年 1月からは理化学研究所革新
知能統合研究センター（理研 AIP）との共同研究を開
始し、2020年 8月には降水、風（地点形式）、気温（地
点形式）の統合型ガイダンスの部内試験運用を開始 (気
象庁 2021)、2021年 10月には統合型気温ガイダンス
（格子形式）の部内試験運用を開始した (気象庁 2022)。
その後も新規要素追加や改良に向けた開発を継続し
ており、統合型風ガイダンス（格子形式）、統合型降水
ガイダンス（確率情報）および統合型降雪量ガイダン
ス（地点形式）について、既存のガイダンスを上回る
予測精度を持つことが確認できたことから、それぞれ
2022年 2月、6月および 12月に部内試験運用を開始し
た。ここではこれらの統合型ガイダンスについて、仕
様と作成手法、検証結果等を述べる。
統合型ガイダンス共通の仕様として、1日12回、GSM

ガイダンスとMSMガイダンスの初期値更新の都度、そ
の時点で最新のガイダンス（ただしLFMガイダンスは
MSMガイダンスと同じ 00, 03, …, 21UTC初期値のも
の）を用いて作成する (気象庁 2021)。以下では初期値
の区別のため、00UTC初期値のGSMガイダンス作成
後に実行した統合型ガイダンスを 00g初期値、03UTC

初期値のMSMガイダンス作成後に実行した統合型ガ
イダンスを 03m初期値などと呼び、00g, 06g, 12g, 18g

をまとめて gシリーズ、00m, 03m, ..., 21mをまとめ
てmシリーズと呼ぶ。

4.9.2 統合型風ガイダンス（格子形式）
(1) 仕様
統合型風ガイダンス（格子形式）は、統合型ガイダ
ンスで目指している面的な予測情報を提供するガイダ
ンスであり、海上も含めた 5 km格子で毎正時の風の
予測を作成する。表 4.9.1に部内試験運用開始時点で
の統合型風ガイダンス（格子形式）の仕様を示す。

表 4.9.1 部内試験運用開始時点での統合型風ガイダンス（格
子形式）の仕様

作成対象 5 kmガイダンス格子（緯度経度座標）
入力データ GSM, MSM, LFMの地上風
予測要素 毎正時の地上風

予報期間と間隔 FT=1から FT=39まで（00, 12UTC
初期値では FT=51まで）1時間間隔

GSM地上風
（20km）

DSG地上風
（5km）

MSM地上風
（5km）

LFM地上風
（5km）

統合型風ガイダンス
（格子形式）

算術平均

MSM地上風
（5km）

LFM地上風
（2km）

線形内挿

線形内挿

ダウンスケーリング

図 4.9.1 統合型風ガイダンス（格子形式）の作成処理

図 4.9.2 統合型風ガイダンスの作成領域と検証対象領域。左
から全域、海上、日本周辺で、それぞれ緑から紺色の領域
を検証対象とする。緑から紺の塗り分けはある時刻の風速
を示している。赤枠内は深層学習で GSMを 5 km格子に
ダウンスケーリングする領域、図の外枠（概ね N50E120-
N20E150 の領域）が統合型風ガイダンス（格子形式）の
作成領域。図の赤枠と全領域の間にある空白域ではバイ
キュービック補間で 5 km格子に内挿した GSMを統合に
用いる。

(2) 作成手法
格子形式の風の予測値は、GSM、MSM、LFMのモ
デルの地上風の算術平均によって算出する。このとき、
入力となるモデルと作成するガイダンスの座標系およ
び格子間隔がそれぞれ異なるため、作成する格子に揃
えてから算術平均する。具体的には、ランベルト座標
系で格子間隔が 5 kmのMSMと 2 kmの LFMは周囲
の 4格子からの線形内挿を用い、格子間隔が 20 kmの
GSMはダウンスケーリングを用いて、緯度経度座標系
での 5 kmガイダンス格子に座標変換する（図 4.9.1）。
GSM のダウンスケーリングには、領域により、超
解像で用いられる深層学習の手法である EnhanceNet

(Sajjadi et al. 2017; Höhlein et al. 2020)と、周囲 4×4

格子からの距離の重み付き平均で内挿を行うバイキュー
ビック補間を利用する。EnhanceNetの学習では、20 km
格子に内挿した毎時大気解析の地上風を入力とし、5 km
格子の毎時大気解析の地上風を目的変数とする。2014

年から 2017年の 4年間のデータを利用してネットワー
クを学習および確認した後、入力データとして 20 km

格子のGSM地上風を与えることで、5 km格子にダウ
ンスケーリングした GSM（以下、DSGと書く）の地
上風を求める。EnhanceNetの制約および毎時大気解
析の領域の制約により、EnhanceNetでダウンスケー
リングする領域は図 4.9.2の赤枠内とする。統合型風ガ
イダンス（格子形式）ではガイダンス格子の全領域を
予測対象とするため、図の赤枠より外側の領域ではバ
イキュービック補間を用いてダウンスケーリングする。
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図 4.9.3 統合型風ガイダンス（格子形式）の予報時間別検証結果。上段は風速の RMSE、下段は風向の Cos Diss.、左列は全
域、中央は海上、右列は日本周辺の検証結果。海上では GSMと DSGの結果がほぼ重なっている。

図 4.9.4 統合型風ガイダンス（格子形式）の風速の閾値別 ETS。左は全域、中央は海上、右は日本周辺の検証結果。LFMは
予報時間が短いため検証結果を掲載していない。

(3) 検証結果
統合型風ガイダンス（格子形式）の検証結果を示す。
検証期間は EnhanceNetの学習および確認期間とは独
立な 2018年 6月 5日から 2019年 6月 4日の 1年間
で、全初期値の検証をまとめた結果を示す。比較対象は
GSM、MSM、LFM、およびDSGの地上風で、MSM

と LFMは各モデルの風を 5 kmのガイダンス格子に線
形内挿した値、GSMはバイキュービック補間で 5 km

ガイダンス格子に内挿した値とする。格子形式での風
の観測値は存在しないため、検証の真値は 5 kmのガ
イダンス格子に線形内挿した毎時大気解析の地上風と
する。毎時大気解析ではMSMの FT=2∼4を第一推定
値に用いているため (原・工藤 2017)、毎時大気解析を
真値とした場合、これらの FTでは特にMSMの予測
精度が高くなることから、検証対象とする予報時間は
FT=5以降とする。ここでは図 4.9.2に示した全領域、
海上、日本周辺の 3つの領域での検証結果を示す。ま
た、風向の検証では以下の式で定義する風向のコサイ
ン非類似度 (以下、Cos Diss.と書く)を用いる。

Cos Diss. =
1

2
(1− cos θ) (4.9.1)

Cos Diss. は予測と実況の風向の差 θが小さいほど値
が小さく、予測精度が高いことを示す。
図 4.9.3に統合型風ガイダンス（格子形式）の予報
時間別の風速の RMSEと風向 Cos Diss.の領域平均を
示す。図 4.9.3を見ると、風速の RMSE、風向の Cos

Diss.ともほぼ全ての FTで統合型ガイダンスの誤差が
最も小さく、予測精度が高いことが分かる。MSMは
GSMと比べて予報時間による誤差の増加率が大きい
が、統合型ガイダンスではMSMよりも誤差の増加率
は小さく、予報後半においても最も精度が高くなって
いる。日本周辺領域ではGSMよりもDSGの精度が高
くなっている一方、海上ではGSMとDSGの予測精度
はほぼ一致している。これは、日本周辺領域では地形
の影響により 20 km格子と 5 km格子での風の差が大
きく、ダウンスケーリングによる修正の効果が大きい
のに対して、海上では地形の影響が小さく、20 km格
子の平均的な風でも十分な空間代表性を持っているた
めと考えられる。
図 4.9.4に風速の閾値別 ETSを示す。概ね全ての閾
値と領域で統合型ガイダンスの ETSが最も大きく、風
速の閾値別に見た場合でも統合型ガイダンスの精度が
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標高毎時大気解析統合型

[m/s]

図 4.9.5 2018年 10月 4日 15m初期値の FT=27の統合型
風ガイダンス（格子形式）の予測事例。左上：統合型ガイ
ダンスの地上風、中上：毎時大気解析の地上風、右上：標
高、左下：GSMの地上風、中下：DSGの地上風、右下：
MSMの地上風。

最も高いことが分かる。ただし、風速 35 m/s以上の
暴風に対してはどのモデルおよび領域でもETSが 0に
近く、統合型ガイダンスも含めて予測精度は低いこと
に留意が必要である。

(4) 事例
図 4.9.5に 2018年 10月 4日 15m初期値の FT=27

の統合型風ガイダンス（格子形式）の予測事例を示す。
この事例では台風第 25号が東シナ海にあって北上して
おり（図略）、九州地方では暴風警報が発表されてい
た。ダウンスケーリング前の 20 km格子でのGSM地
上風（左下図）では、長崎県や天草諸島とその周辺でも
台風に伴う強風が予測されているものの、解像度が粗
く、地形に沿った風は表現できていない。一方、DSG

（中下図）ではダウンスケーリングにより地形（右上
図）に沿った強風が表現できている。長崎県や天草諸
島周辺の海上の風を毎時大気解析（中上図）と比べる
と、DSGはやや弱く、MSM（右下図）ではやや強く
予測されており、これらを算術平均した統合型ガイダ
ンス（左上図）では毎時大気解析に近い風が予測でき
ている。

4.9.3 統合型降水ガイダンス（確率情報）
(1) 仕様
統合型降水ガイダンス（確率情報）は、統合型ガ
イダンスで目指している面的な確率情報を提供する
ガイダンスであり、5 km格子での 3時間平均降水量
(MRR3)、1時間最大降水量 (RMAX31)、3時間最大降
水量 (RMAX33)および 24時間最大降水量 (RMAX24)

について、それぞれの補正超過確率を 3時間ごとの予
報時間で作成する。補正超過確率については (2)の作
成手法を、降水ガイダンスの詳細は白山 (2018)を参照
いただきたい。表 4.9.2に部内試験運用開始時点での
統合型降水ガイダンス（確率情報）の仕様を示す。

(2) 作成手法
統合型降水ガイダンス（確率情報）は、統合型降水
ガイダンス (気象庁 2021)および GSM, MSM, LFM,

表 4.9.2 部内試験運用開始時点での統合型降水ガイダンス
（確率情報）の仕様

作成対象 5 kmガイダンス格子（緯度経度座標）
予報期間と間隔 FT=3から FT=39まで 3時間間隔

予測要素 MRR3, RMAX31, RMAX33,
RMAX24の各補正超過確率

確率を作成す
る降水量の閾値
[mm]

MRR3, RMAX31: 30, 50, 80

RMAX33: 100, 150

RMAX24: 100, 120, 150, 200, 250, 300

算術平均

ダウンスケーリング

重み付き平均

20kmGSM
ガイダンス

5kmGSM
ガイダンス

LFM
ガイダンス

MSM
ガイダンス

MEPS
ガイダンス

GSM補正
超過確率

統合型ガイダンス

MSM補正
超過確率

LFM補正
超過確率

MEPS補正
超過確率

統合型
補正超過確率②

統合型ガイダンス
（確率情報）

統合型補正
超過確率①

補正超過
確率算出

補正超過
確率算出

図 4.9.6 統合型降水ガイダンス（確率情報）の作成処理

MEPSの各平均降水量・最大降水量ガイダンスから算
出した、補正超過確率 (森 2019)の重み付き平均によ
り算出する。補正超過確率は時間・空間方向の広がり
を考慮した超過確率（閾値を超える予測の割合）であ
り、GSM, MSM, LFMガイダンスでは対象格子点を
含む 17× 17格子内、MEPSガイダンスでは対象格子
を含む 11 × 11 × M 格子内（M はアンサンブルメン
バー数）で閾値を超える格子数の割合を水平距離と標
高差および前後 3時間内の FTで重みを付けて算出す
る。このようにして求めた各降水ガイダンスの補正超
過確率のうち、MEPSガイダンス以外の補正超過確率
を算術平均した後、さらにMEPSガイダンスの補正超
過確率と FTに応じた重み付き平均することで、統合
型降水ガイダンスの確率情報を算出する（図 4.9.6）。

(3) 検証結果
統合型降水ガイダンス（確率情報）の検証結果を図

4.9.7 に示す。検証期間は 2020 年 7 月から 2022 年 6

月の 2年間で、検証領域は日本の陸上周辺の領域（図
4.9.2の日本周辺領域）とする。比較対象として現在利
用可能な確率情報であるMEPS降水ガイダンスの補正
超過確率の検証結果を示す。統合型ガイダンスでは利
用可能な最新のガイダンスを用いて作成しており、00,

06, 12, 18UTC初期値のMEPSガイダンスは 00g, 06g,

12g, 18g初期値の統合型ガイダンスで利用されるため、
ここでは gシリーズの統合型ガイダンスと 00-18UTC

初期値のMEPSガイダンスを比較した結果を示す。予
報時間別のブライアスキルスコア（BSS、図 4.9.7 上
段）を見ると、BSSが正の要素・閾値・予報時間では、
統合型降水ガイダンスがMEPS降水ガイダンスを概ね
上回る精度を持つことが分かる。特に LFMを利用す

108



3 9 15 21 27 33 39

[hour]

0.10

0.05

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

B
SS

BSS, ,MRR3

30mm/3h
50mm/3h
80mm/3h

3 9 15 21 27 33 39

[hour]

0.10

0.05

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

B
SS

BSS, ,RMAX31

30mm/h
50mm/h
80mm/h

3 9 15 21 27 33 39

[hour]

0.10

0.05

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

B
SS

BSS, ,RMAX33

100mm/3h
150mm/3h

24 30 36

[hour]

0.10

0.05

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

B
SS

BSS, ,RMAX24

100mm/24h
150mm/24h
200mm/24h
300mm/24h

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

[%]

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

[%
]

,MRR3

30mm/3h
50mm/3h
80mm/3h

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

[%]

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

[%
]

,RMAX31

30mm/h
50mm/h
80mm/h

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

[%]

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

[%
]

,RMAX33

100mm/3h
150mm/3h

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

[%]

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

[%
]

,RMAX24

100mm/24h
150mm/24h
200mm/24h
300mm/24h

図 4.9.7 統合型降水ガイダンス（確率情報）の検証結果。上段：予報時間別の BSS、下段：信頼度曲線。左から順に、MRR3、
RMAX31、RMAX33、RMAX24の検証結果。実線は統合型降水ガイダンス、破線はMEPS降水ガイダンスの検証結果。降
水量の閾値別に色分けしている。

る FT=9までの改善幅が大きくなっている。また、こ
れらの要素・閾値では、信頼度曲線（図 4.9.7下段）で
も改善が見られる。一方、RMAX31や FT=12以降の
50 mm/3h, 80 mm/3h閾値のMRR3などでは、統合
型ガイダンス、MEPSガイダンスともBSSが負または
0付近になっている。これはMRR3や RMAX31の信
頼度曲線（図 4.9.7下段）に示したように、強い降水ほ
ど予測頻度が過大となっているためである。これらの
閾値では確率の値をそのまま利用するのではなく、大
雨発生のポテンシャルとして利用する必要がある。

(4) 事例
図 4.9.8 に 2020 年 7 月 9 日 18m 初期値の FT=27

の統合型降水ガイダンスの RMAX24とその確率情報
の予測事例を示す。この事例では、九州や四国地方は
前線の暖域内に当たり、湿った空気の影響で 24 時間
最大降水量が 200 ∼ 300 mm を超える大雨となった
（左図）。統合型降水ガイダンス（中図）では、九州と
四国で 100 mmを超える降水を予測しているものの、
200 mm以上の予測領域は狭い。一方、統合型降水ガ
イダンスの確率情報（右図）では、実況で 200 mmを

図 4.9.8 2020 年 7 月 9 日 18m 初期値の FT=27 の統合型
降水ガイダンスの RMAX24とその確率情報の予測事例。
左：実況、中：統合型降水ガイダンス、右：確率情報。実
況は 1 km 格子の解析雨量を 24 時間積算した値の 5 km
格子内最大値。

超えた領域で 20 %前後の確率が予測されており、大雨
の可能性を示唆している。この事例のように、単一の
ガイダンスでは予測されない大雨も、確率情報を利用
することでその可能性を予測できる場合がある。

4.9.4 統合型降雪量ガイダンス（地点形式）
(1) 仕様
統合型降雪量ガイダンス（地点形式）は積雪深計が
設置されたアメダス地点における降雪量を予測するガ
イダンスである。以下では地点形式の降雪量ガイダン
スのことを単に「降雪量ガイダンス」と書く。
表 4.9.3に部内試験運用開始時点での統合型降雪量
ガイダンスの仕様を示す。

表 4.9.3 部内試験運用開始時点での統合型降雪量ガイダン
ス（地点形式）の仕様

予測地点 積雪深計設置地点（2022年 11月の
4地点追加を含む全 333地点）

予測要素 6, 12時間降雪量

予報期間と間隔
FT=6 または 12 から FT=39 まで
（00, 12UTC初期値では FT=78ま
で）3時間間隔

層別化 地点、初期時刻、予報時間（3 時間毎
1日分）

頻度バイアス補正
の観測側閾値 [cm]

6時間降雪量: 0, 1, 5, 15, 20

12時間降雪量: 0, 3, 10, 30, 40

(2) 作成手法
統合型降雪量ガイダンスは、GSMおよびMSMの降
雪量ガイダンスを算術平均した後、頻度バイアス補正
することで算出する（図 4.9.9）。LFM降雪量ガイダン
スは存在しないため統合に用いることはできない。算
術平均のみを用いた場合には、大雪の予測頻度（BI）
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図 4.9.9 統合型降雪量ガイダンスの作成処理

と予測精度（ETS）が低下し、大雪警報・注意報を適
切に支援することができなくなるため、算術平均後に
頻度バイアス補正を行う（頻度バイアス補正の観測側
の閾値は表 1に記載）。頻度バイアス補正は地点別に層
別化するが、大雪の頻度が少ないことを考慮し、6時
間降雪量の 20 cm閾値と 12時間降雪量の 40 cm閾値
に対応する予測側の閾値は全国一律で学習する。頻度
バイアス補正の学習は 2019年 12月から 2021年 2月
の 2シーズンの冬期間で行った。

(3) 検証結果
統合型降雪量ガイダンスの検証結果を示す。検証期
間は 2021年 12月から 2022年 3月で、積雪深計が設置
されている全国 329地点のアメダス地点を対象とする。
比較対象として、入力となるMSM降雪量ガイダンス
の検証結果および頻度バイアス補正を行う前の GSM

とMSMガイダンスの算術平均（GMガイダンス平均）
の検証結果を示す。ここでは m シリーズの初期値で
の検証結果のみ示すが、gシリーズでも同様の結果で
あった。
図 4.9.10に 6時間および 12時間降雪量ガイダンス
の閾値別 ETSと BIを示す。GMガイダンス平均の検
証結果（緑線）を見ると、6時間、12時間降雪量とも、
MSMガイダンス（青線）と比べて、弱い雪の BIが大
きく、強い雪の BIが小さい。また、6時間 30 cmや
12時間 40 cm以上の強い雪では ETSもMSMガイダ
ンスを下回っている。これに対して統合型ガイダンス
（赤線）は頻度バイアス補正の上限である 6時間 20 cm

または 12時間 40 cmの閾値まで BIは概ね 1に近く、
ETSは全閾値でMSMガイダンスを上回っている。図
には示さないが GSMガイダンスとの比較結果も同様
であった。

(4) 事例
2022年 1月 1日の新千歳空港での統合型降雪量ガイ
ダンスの予測事例を示す。この日の北海道では、冬型
の気圧配置の中、日本海で収束した強い雪雲が石狩湾
から流入した影響で、札幌市や千歳市などで大雪警報
が発表された。図 4.9.11に 2021年 12月 31日 09m初
期値の新千歳空港での降雪量ガイダンスと実況を示す。
6, 12時間降雪量とも、各降雪量ガイダンスの予測は実
況と比べてピークの時間帯が 3時間ほど後ろにずれて
いるものの、降雪量としては実況に近い値を予測でき
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図 4.9.10 降雪量ガイダンスの閾値別ETS（実線）とBI（破
線）。上：6時間降雪量ガイダンスの検証結果、下：12時
間降雪量ガイダンスの検証結果。赤線は統合型ガイダンス
の検証結果、緑線はGSMとMSMガイダンスを算術平均
した値（GMガイダンス平均）の検証結果、青線はMSM
ガイダンスの検証結果を示す。
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図 4.9.11 2021年 12月 31日 09m初期値の新千歳空港での
降雪量ガイダンスの予測事例。上：6時間降雪量ガイダン
ス、下：12時間降雪量ガイダンス。黒線は実況、赤線は統
合型ガイダンス、青線は 09UTCのMSMガイダンス、緑
線は 06UTCの GSMガイダンスの予測。

110



ている。統合型降雪量ガイダンスでは頻度バイアス補
正を用いているため、GSMガイダンスとMSMガイダ
ンスの算術平均よりもピーク値が強く予測されており、
GSM, MSMガイダンスよりも実況に近い降雪量を予
測できている。

4.9.5 まとめと今後の開発予定
統合型風ガイダンス（格子形式）、統合型降水ガイダ
ンス（確率情報）および統合型降雪量ガイダンス（地
点形式）を開発し、既存のガイダンスを上回る予測精
度を持つことが確認できたため、それぞれ、2022年 2

月、6月および 12月に部内試験運用を開始した。今後
は部内試験運用を実施しながら利用方法の検討を進め
るとともに、現在の手法をベースラインとして、予測
手法の改良や理研AIPとの共同研究の成果の取り込み
など、AI技術の活用による予測精度改善のための開発
にも取り組んでいく予定である。
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4.10 季節アンサンブル予報システムの開発

4.10.1 CPSの 1か月予報への利用可能性の調査
(1) はじめに
気象庁では 3か月予報、暖・寒候期予報、エルニー
ニョ監視速報の基礎資料の作成、及び全球アンサンブ
ル予報システム（GEPS: Global Ensemble Prediction

System; 第 3.2節参照）への海面水温 (SST)の提供の
ために、大気海洋結合モデルを使った季節アンサンブ
ル予報システムを運用している。また、「2030 年に向
けた数値予報技術開発重点計画」における社会経済活
動への貢献として、大気海洋結合の効果を活用するた
めの開発に取り組むことで、2週間から 1か月先の日
本の予測に重要な熱帯の季節内振動などの現象の予測
精度改善を目指すとしている。気象庁では大気海洋結
合モデルを 1か月よりも長い時間スケールを対象とし
て運用しているが、より短い時間スケールでの活用を
計画しており、現在開発を進めている。
2022 年 2 月に運用を開始した新しい季節アンサン
ブル予報システム JMA/MRI-CPS3（CPS3; Japan

Meteorological Agency / Meteorological Research

Institute-Coupled Prediction System version 3; Hi-

rahara et al. 2023; 気象庁 2022）は、大気・海洋モデ
ルの高解像度化や物理過程の改良等により、前システ
ム CPS2（Takaya et al. 2018; 高谷・石川 2015）に
比べて系統誤差や年々変動が大きく改善した (気象庁
2022)。また、CPS2では 5日間毎に 1回、実時間から
2日遅れて 4日間かけて計算していたが、CPS3では
毎日 00UTC初期日を当日中に計算するよう運用スケ
ジュールを変更した。これにより、季節予報だけでな
く、季節内予測への利用可能性を調査することができ
るようになった。
現在、1か月予報の基礎資料の作成は大気モデルで
あるGEPSが担っている。本項ではCPSの 1か月予報
への利用可能性について調査を行った結果を報告する。

(2) 現業 CPSと GEPSの比較
はじめに、現業運用しているGEPS2203とCPS3の

1か月予報の予測精度を比較した。1か月予報の基礎資
料に用いるGEPS2203のアンサンブル構成は、毎週火
曜日と水曜日の 12UTC初期日でそれぞれ 25メンバー
であるが、CPS3では 1初期値あたり 5メンバーであ
る。このため、GEPS2203、CPS3ともに、毎週火曜日
と水曜日の初期日のそれぞれ 5メンバーを使用した。
ただし、GEPS2203の初期時刻は 12UTCである一方、
CPS3は 00UTCであるため、CPS3は 12時間不利な
設定となっている 1。検証期間はGEPS2203現業化後
の 2022年 3月 15日から 2022年 10月 26日までの全

1 CPS の海洋初期値を作成する全球海洋データ同化システ
ムの同化ウィンドウが、00UTCを基準とした 5日単位であ
ること、及び現業運用スケジュールの観点から、現状 CPS
の初期時刻を 12UTCに変更することは困難である。

66初期日である。対検証値として、気象庁第 3次長期
再解析 (JRA-3Q; 気象庁 2021)を使用した。1か月予
報のように予測時間が長くなると、モデルの不完全さ
に起因する系統誤差の影響が大きくなる。このため、季
節予報では数十年にわたる過去予報（再予報）によっ
て求めたモデル平年値を用いて系統誤差補正を施すこ
とが一般的である (平井・伊藤 2013)。しかし、再予報
計算には多くの計算機資源を必要とすることや、(3)で
述べる大気初期摂動変更のインパクトを確認するため
に、本項の調査では系統誤差補正を施していない。
図 4.10.1 にアンサンブル平均のアノマリー相関係
数 (ACC)を示す。北半球 (20～90N; NH)域における
500hPa高度 (Z500)の CPS3の ACCはリードタイム
1週目にかけて GEPSに比べて有意に低い傾向だが、
熱帯 (20S～20N; TR)域における 200hPa速度ポテン
シャル (CHI200)のCPS3のACCは 1週目のリードタ
イムから中立か高くなる傾向にある。このことは、季
節内予測における熱帯の大気と海洋の相互作用の重要
性を示唆している。

図 4.10.1 GEPS2203（黒線）と CPS3（赤線）の（左）NH
域における Z500と（右）TR域におけるCHI200の 5メン
バーアンサンブル平均のアノマリー相関係数。エラーバー
は試行回数 1000回の bootstrap法による 95％信頼区間。

図 4.10.2は NH域における Z500の二乗平均平方根
誤差 (RMSE)とスプレッドである。スプレッドはアン
サンブル平均で求めたRMSEと同程度であることが望
ましい (高野 2002)が、CPS3のスプレッドはリードタ
イム 1週目にかけて RMSEに比べて過大の傾向にあ
る。1か月予報では 1か月先までを週単位で予報を行
うため、予報初期の CPS3の過大なスプレッドは適切
ではない。

図 4.10.2 GEPS2203（黒線）と CPS3（赤線）の NH域に
おける（左）Z500のスプレッドと（右）RMSE。単位は
m。エラーバーは試行回数 1000回の bootstrap法による
95％信頼区間。
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図 4.10.3は TR域における CHI200の RMSEとス
プレッドである。予報初期の GEPS のスプレッドは
RMSEに比べて過大である一方、CPS3ではそのような
傾向は見られない。GEPSでは特異ベクトル（Singular

Vector; 以下 SV; Buizza and Palmer 1995）法による
下層の大きな比湿摂動により、積雲対流過程による過
剰な降水を表現する傾向にあるため (越智 2016)、スプ
レッドが過大であると考えられる。

図 4.10.3 第 4.10-2 図と同じ。ただし、TR 域における
CHI200のスプレッドと RMSE。単位は m2/s。

(3) CPSの初期摂動の改良
CPS3で中・高緯度の予報初期のスプレッドが過大であ
るのは、CPS3の初期摂動作成手法として成長モード育
成（Breeding of Growing Mode; 以下BGM）法 (Toth

and Kalnay 1993, 1997)を採用していることが一因で
ある。GEPSで採用している SV法と比べて、BGM法
による中・高緯度の摂動の成長率は低いことが知られ
ている（Leutbecher and Lang 2014,太田 2016）。こ
のため、BGMでは、予報時間が経過しても十分な大
きさのスプレッドが得られるように摂動の振幅を大き
くする必要がある。
GEPSに用いる初期摂動は、Initial SV（以下 ISV）
と局所アンサンブル変換カルマンフィルタ（Local En-

semble Transform Kalman Filter; 以下 LETKF; Hunt

et al. 2007）を併用している。理想的には解析誤差を
反映した LETKF摂動のみで予測の不確実性を適切に
表現できるのが望ましいが、LETKF摂動のみでは予
報時間が進むとスプレッドが不足するためである (太
田・堀田 2016)。計算機資源の効率的な利用や、2週間
予報と 1か月予報の整合性を考慮すると、可能な限り
GEPSと CPSで仕様を共通化することが望ましい。
これらを踏まえて、CPS3 の初期摂動を、BGM か
ら、GEPSと同じ ISVと LETKFに変更した実験（以
下、CPS3SVTR01）を行った。本実験における初期摂
動は、(2)で述べた GEPSにおける熱帯のスプレッド
過大への対策として熱帯初期摂動の振幅を半分にした
点を除き、GEPS2203の設定と同一とした。すなわち、
北・南半球の ISVの摂動の振幅はモデル面第 15層（約
500hPa）気温の二乗平均平方根 (RMS)が 0.21K、熱
帯はモデル面第 6層（約 850hPa）気温のRMSが 0.1K

となるように設定し、LETKFは解析摂動の 0.85倍と
した。ISV計算の評価時間は、北・南半球では初期時刻

から 48時間、熱帯では 24時間である。また、GEPS

では気象庁全球日別 SST 解析 (MGDSST; 栗原ほか
2006)に基づく SST摂動 (Hotta and Ota 2019)を使
用しているが、本実験では CPS3と同様に、海洋初期
値作成のために運用している全球海洋データ同化シス
テムMOVE-G3(Fujii et al. 2023)における解析誤差共
分散行列を近似する摂動 (Niwa and Fujii 2020)を使用
した。検証期間は (2)と同様、2022年 3月 15日から
2022年 10月 26日までの全 66初期日である。
図 4.10.4 に NH域における Z500の RMSEとスプ
レッドを示す。予報初期に過大であったスプレッドの大
きさが、CPS3SVTR01では RMSEと同程度の大きさ
となっていることがわかる。このことは、GEPSの前
身の週間アンサンブル予報システムの初期摂動をBGM

から SVに変えた時のインパクトとも整合的である (米
原 2008)。リードタイム 2週目以降のスプレッドの大
きさは、BGMの場合とほとんど変わらない。図 4.10.5

に TR 域における CHI200 の RMSE とスプレッドを
示す。CPS3SVTR01は CPS3に比べて、予報初期の
RMSE、スプレッドともにやや悪化傾向である。一方
で、スプレッドはGEPSと比べると狙い通り改善傾向
である（図 4.10.3）。

図 4.10.4 第 4.10-2 図と同じ。ただし、CPS3（黒線）と
CPS3SVTR01（赤線）。

図 4.10.5 第 4.10-3 図と同じ。ただし、CPS3（黒線）と
CPS3SVTR01（赤線）。

(4) CPS再予報における初期摂動の評価
GEPSの初期摂動は、現業仕様と再予報仕様で手法が
異なる (金浜 2017)。現業仕様は、前述の通り、LETKF

と ISVを併用しているが、再予報では SVの各計算に
おいて求まる通常の ISVと過去から初期時刻までに線
形成長した SV（Evolved SV; 以下 ESV）を組み合わ
せて作成した初期摂動を用いる。ESV法は初期時刻に
対して 48時間前からの計算を行う一方、LETKFは解
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析予報サイクルで 6時間ごとに連続的に計算する必要
がある。したがって、再予報で LETKF摂動を作成す
ることは計算機資源の制約上困難である。LETKFで
は解析誤差を反映する一方、SVは誤差成長を効率的に
表現するため、初期摂動の違いによる予測のスプレッ
ドも異なる可能性がある。
このため、CPS3の再予報実験（以下、CPS3-12ini）
の大気初期摂動を、BGMから ISVとESVの併用に変
更した実験（以下、CPS3-SV-TR01-12ini）を行った。
実験仕様は大気初期摂動を除き、CPS3再予報（仕様の
詳細は気象庁 2022を参照）と基本的に同じである。実
験期間は 1991～2020年の各月 1初期日で、全 360初期
日である。メンバー数は 1初期値あたり 5メンバーであ
る。本実験における初期摂動も、(3)と同様、熱帯のス
プレッド過大への対策として熱帯の ISVの振幅を半分
にした点を除き、GEPS2203再予報と同じとした。す
なわち、北・南半球の ISVの摂動の振幅はモデル面第 15

層（約 500hPa）気温の RMSが 0.21K、熱帯はモデル
面第 6層（約 850hPa）気温のRMSが 0.1K、北半球と
熱帯のESVはモデル面第 22層（約 250hPa）の気温の
RMSが 0.15K、南半球は 0.18Kとなるように設定した。
GEPSにおける ESV摂動の振幅は、LETKF+SV摂
動と同程度のスプレッドとなるように設定されている。
図 4.10.6に NH域における Z500、及び TR域にお
ける CHI200のスプレッドを示す。予報初期の NH域
における Z500のスプレッドは、CPS3-SV-TR01-12ini

ではCPS3-12iniに比べて小さい。また、TR域におけ
る CHI200のスプレッドは、CPS3-SV-TR01-12iniで
はCPS3-12iniに比べて大きい。これらの特徴は (3)で
述べた、SV+LETKFに変更した CPS3SVTR01実験
と整合的である。

図 4.10.6 CPS3-12ini（黒線）とCPS3-SV-TR01-12ini（赤
線）の（左）NH域における Z500（単位m）と（右）TR
域における CHI200 のスプレッド（単位 m2/s）。エラー
バーは試行回数 1000 回の bootstrap 法による 95 ％信頼
区間。

CPSの BGM法は、主にマッデン・ジュリアン振動
(MJO: Madden-Julian Oscillation) に関係した不安定
モードを求めるために開発が行われてきた (Chikamoto

et al. 2007)。そこで、初期摂動を SVに変えることに
よるMJOへの予測精度への影響を確認した。MJOは
Wheeler and Hendon (2004)のReal-time Multivariate

MJO indexで検出を行い、スコアの計算は久保 (2017)

に基づいて計算した。図 4.10.7にMJOの予測精度を
示す。CPS3-SV-TR01-12iniはCPS3-12iniとほぼ同等
の予測精度であることがわかる。

(5) まとめと今後の課題
CPS の 1 か月予報への利用可能性について調査を
行った。中・高緯度の予測 1週目のスプレッドの大き
さは CPS3 では過大であるが、GEPS と同じ初期摂
動 (SV+LETKF) を用いることでより適切となった。
GEPSでは予測初期の熱帯域上層のスプレッドは過大
であるため、CPSへの SV法の適用にあたり、熱帯 SV

の摂動の振幅をGEPSの半分とした。その結果、熱帯
のスプレッドや RMSE は CPS3 と比べて中立かやや
悪化傾向であるものの、GEPSと比べると改善傾向で
あった。CPS3の BGM法は MJOに関連した不安定
モードを求めるために開発されたが、SV法に変更して
もMJOの予測精度は中立であった。
今後は令和 4年度末に導入予定の GEPS23XXとの
比較や、現業GEPSと同等のメンバー数での比較を行
うとともに、引き続き大気初期摂動について検討を行
う。GEPS23XXでは 2段階 SST法を全球域に拡張す
る改良等がなされており、1か月予報レンジの予測精度
が GEPS2203に比べて向上している（第 4.2節）。今
回の調査は現業CPS3と同じ 5メンバーで実施したが、
現業GEPSは 25メンバー（再予報は 13メンバー）で
ある。5メンバーという限られたアンサンブルを用いる
ことによるサンプリング誤差の問題がある。また、SV

の初期摂動の振幅は調整の自由度が大きい。今回の調
査では、熱帯 SVの振幅を小さく調整することで、熱
帯のスプレッド過大傾向を緩和することができた。同
様の試みが、過去のGEPSでもなされているが、週間
予報レンジでの中・高緯度の予測精度が悪化すること
がわかっている (越智 2016)。CPSにおいても、GEPS

の知見を生かしつつ、不確実性の表現が狙いどおりか、
摂動の振幅が適切か、といった点に注目しながら、初
期摂動の設計や調整を行う必要がある。

4.10.2 CPSの他センターとの比較検証
(1) はじめに
コペルニクス気候変動サービス2(C3S; Buontempo

et al. 2022)は欧州委員会が主導する地球観測計画であ
るコペルニクス計画の計画要素の一つである。C3Sで
は、世界最高水準の厳しい性能要件3を満たした現業セ
ンターによって構成されるマルチモデルアンサンブル
を利用した気候モニタリングや季節予報などのサービ
スを提供している。C3Sから提供されるデータはオー
プンデータであり、国内外の研究者が最新の現業シス
テムの結果を活用することができる。前季節アンサン
ブル予報システムの CPS2は、その性能要件を満たし

2 https://climate.copernicus.eu/
3 https://climate.copernicus.eu/

c3s330-operational-production-seasonal-forecasts
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図 4.10.7 CPS3-12ini（青線）と CPS3-SV-TR01-12ini（赤線）のMJOの予測精度。上から RMSE、相関係数、位相誤差、
振幅誤差。横軸はリードタイム（日）。左は夏（4～9月）初期日、右は冬（10～3月）初期日。スコアの計算方法等の詳細は
(久保 2017) を参照。

ていたことから、2020年 10月より C3Sに参加してい
る。2022年 2月に運用を開始したCPS3は、大気・海洋
モデルの高解像度化や物理過程の改良等により、CPS2

に比べて系統誤差や年々変動が大きく改善したことか
ら、C3S参加機関の中でも予測精度が高くなっている
ことが期待される。本項ではCPS3を含めたC3S参加
機関のバイアスや予測精度について述べる。

(2) C3Sの概要
C3S に参加している機関は 2022 年 12 月現在、8

つの機関が参加しており、それぞれ欧州中期予報セン
ター (ECMWF)、フランス気象局 (Météo-France)、英
国気象庁 (UKMO)、ドイツ気象局 (DWD)、欧州地中
海気候変動センター (CMCC)、米国環境予測センター
(NCEP)、JMA、カナダ環境・気候変動省 (ECCC)で
ある。アンサンブル構成に関わる仕様は表 4.10.1の通
りである。現業運用予報のメンバー数は ECCCを除き
どのセンターも 50～55であるが、再予報のメンバー数
はセンター間によって差が大きい。メンバー数の違い
によるスコアへの影響を避けるため、再予報検証では
メンバー数を 10に揃えて検証した。JMAを含む多く
のセンターでは、現業運用前に再予報の実行を完了さ
せる「fix」方式を採用しているが、UKMOの再予報
は現業運用と同じタイミングで必要な実験を実行する
「on-the-fly」方式を採用している。このため、UKMO

の再予報データは最新の 12か月分のデータを使用し
た。対解析値としてECMWF再解析ERA54(Hersbach

et al. 2020)、MGDSST解析値を使用した。全てのセ
ンターの予報値及び解析値について、2.5度格子に内挿
して検証した。平年値期間は C3S再予報期間に従い、
1993～2016年5とした。特筆しない限り、各機関の再
予報から求めたモデル平年値を使用して系統誤差補正
を行った。モデル等のさらなる詳細は C3S Webペー
ジ6等を参照されたい。

(3) C3S再予報に基づくバイアス特性
図 4.10.8に、5月初期月の夏季（6～8月）を対象とし
た SSTバイアスを示す。NCEPを除き、北半球夏季の
インド洋熱帯域で正のインド洋ダイポールモード現象
(以下、IOD)に類似した SSTバイアスがみられる。数
時間から季節予報までの IFSの系統誤差を理解するた
めの ECMWFにおける内部プロジェクト (UGROW)

で、正の IOD 型バイアスについて調査が行われてお
り、熱帯インド洋の下層東風バイアスや、温度躍層が
浅すぎるバイアスと関連していることが示されている

4 対 JRA-3Qでも検証を行ったが特性は同じであった
5 ただし、UKMOの 1月初期月のみ 1994～2016年として
いる
6 https://confluence.ecmwf.int/display/CKB/C3S+

Seasonal+Forecasts
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表 4.10.1 C3S参加機関のシステムの主な仕様（2022年 12月現在）。
センター 現業運用予報のメンバー数と初期日 再予報のメンバー数と初期日

ECMWF
51 25
毎月 1日 (51) 毎月 1日 (25)

Météo-France
51 25
毎月 1日（1）、前月最後と 2番目の木曜日（各 25） 毎月 1日（1）、前月最後と 2番目の木曜日（各 13）

UKMO
50 28
毎日 (2) 毎月 1日、前月 25、17、9日（各 7）

DWD
50 30
毎月 1日 (50) 毎月 1日 (30)

CMCC
50 40
毎月 1日 50メンバー 毎月 1日 (30)

NCEP
52 16
毎日 00,06,12,18UTC（各 1） 通年半旬 00,06,12,18UTC（各 1）

JMA
55 10
毎日 (5) 月末に最も近い通年半旬とその 15日前（各 5）

ECCC
10 10
毎月 1日 (10) 毎月 1日 (10)

(Mayer et al. 2022)。また、CPSではMJOの再現性
向上を目的として、積雲対流スキームにおけるエント
レインメント率の計算に経験的な高度・湿度依存性を
導入 (Komori et al. 2020)したが、これを除いた実験
では正の IOD型バイアスは見られない（図略）。

図 4.10.8 再予報に基づく 5月初期月のリードタイム 1か月
の夏季の SSTバイアス（カラー）とモデル平年値（コン
ター）。単位は K。（左上）JMA、（右上）ECMWF、（左
下）UKMO、（右下）NCEP。

図 4.10.9に、11月初期月の冬季（12～2月）を対象
とした SSTバイアスを示す。南半球夏季の南大洋はど
のセンターも SST正バイアスがある。CPS3では南大
洋の対流圏下層の過冷却水雲の再現性を向上させたも
のの、(Chiba and Komori 2020)、光学的に厚い過冷
却水雲が不足していることが示唆される。

(4) スコア検証
図 4.10.10にC3S参加機関の現業運用予報のリードタ
イム 1か月の 3か月平均場（３か月予報に相当）のACC

を示す。2022年 2月の CPS3更新後の北半球 Z500や
熱帯 2m気温のACCは、事例数が少ないものの、C3S

図 4.10.9 図 4.10.8と同じ。ただし、11月初期月のリード
タイム 1か月の冬季。

参加機関の中でもトップクラスであることがわかる。
2022年夏～秋の期間において、ラニーニャ現象や負の
インド洋ダイポールモード現象が発生しており、トッ
プクラスの予報成績のセンターではこれらの現象に伴
う循環場を良く予測できていた（図略）。
図 4.10.11と図 4.10.12に、C3S参加機関の再予報の
リードタイム 1 か月の 3 か月平均場の ACC を示す。
CPS3は CPS2よりも全体的にスコアが改善傾向にあ
り、C3S参加機関の中でもトップクラスであることが
わかる。北半球冬季の Z500のACCはUKMOが他の
センターに比べて比較的高い傾向にある。Scaife et al.

(2014)では、前システムのGlosea5にて、北半球冬季
の北極振動や北大西洋振動が数か月先まで予測可能で、
現システムの Glosea6でも同様 (Davis et al. 2020)で
あると報告されており、それらとの関係が示唆される。
CPS3の再予報のメンバー数に合わせて 10メンバーで
検証を行ったが、メンバー数が少ないことによるサン
プリング誤差の問題があることに注意が必要である。
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図 4.10.10 C3S参加機関の現業運用予報のリードタイム 1か月の 3か月平均場の ACC。（左）NH域における Z500、（右）TR
域における 2m気温。

図 4.10.11 C3S参加機関の再予報のリードタイム 1か月の 3か月平均場の NH域における Z500の ACC。エラーバーは試行
回数 1000回の bootstrap法による 95％信頼区間。

(5) まとめと今後の課題
C3S参加機関の予報データを用いてバイアス特性の
調査や精度検証を行った。CPS3に見られるバイアスは
他センターでも共通に見られるものもある。ECMWF

のように、これらのバイアスに対してトップダウン・
アプローチで診断を行っているセンターもある。こう
した他センターの動向も参考にしつつ、次期システム
に向けた開発を進めていきたい。また、CPS3の予測
精度は世界の最先端の現業季節予報モデルと比較して
も遜色ないことがわかった。ただし、再予報の検証で
はメンバー数が少ない CPS3に合わせて検証を行った
ため、サンプリング誤差の問題がある。計算機資源に
は限りがあるため、前項で述べたCPSの 1か月予報へ
の利用可能性等を探りつつ、最適なアンサンブル構成
について検討する必要がある。
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4.11 気象庁第 3次長期再解析 (JRA-3Q)の本計算
進捗と品質評価

4.11.1 はじめに
当庁はこれまで、第 1次 (JRA-25: Japanese 25-year

Reanalysis; Onogi et al. 2007)（2005年度完成）及び
第 2次 (JRA-55: Japanese 55-year Reanalysis;古林ほ
か 2015)（2012年度完成）長期再解析を実施してきた。
長期再解析の目的は、季節アンサンブル予報システム
(EPS: Ensemble Prediction System) 等の各種数値予
報モデルの開発及び精度評価、地球温暖化等の気候監
視や異常気象分析業務等に利用可能な、長期間の均質
で高品質な気候データセットの作成及び提供である。
数値予報課では、長期再解析データの期間延長と品
質向上を図るため、1947 年 9 月以降を対象とする気
象庁第 3次長期再解析 (JRA-3Q: Japanese Reanalysis

for Three Quarters of a Century; 気象庁 2021, 2022)

を実施した。JRA-3Qでは、JRA-55以降の現業全球
数値予報システム及び海面水温解析の開発成果や、国
内外の気象機関等によるデータレスキュー、衛星運用
機関による衛星データの再処理による過去の観測デー
タ拡充の成果等を活用している。
JRA-3Qは、2014年度から本計算に向けた準備（実
行システム構築、観測データ取得・整備、予備実験等）
を進め、2019 年 8 月から本計算を開始し、2022 年 3

月末に全期間の計算を完了した。しかしながら、2013

年 5月～2021年 12月の期間については、熱帯低気圧
ボーガスデータの一部欠落により、北西太平洋を除く
領域で熱帯低気圧解析の品質が低下していることが判
明したため (気象庁 2022)、欠落した熱帯低気圧ボーガ
スデータを補完のうえ、2022年 5月より同期間の再計
算を開始し、2022年 11月末に計算を完了した。また、
2021年 10月から JRA-3Q版気候データ同化システム
の準リアルタイム運用を開始している。現在、JRA-3Q

の品質評価を気象研究所気候・環境研究部第一研究室
と協力して進めている。
JRA-3Qデータは、2022年 2月に運用開始した新し
い季節 EPSや、2022年 3月に更新した全球 EPSの開
発・精度評価に活用している。また、JRA-3Qデータ
を国内外で広く利用できるよう、1990年代以降のデー
タの先行公開を開始したところである1。
本稿では、JRA-3Qの初期品質評価として、2日予
報スコア（第 4.11.2項）、ラジオゾンデ観測データに
対する背景値の適合度（第 4.11.3項）、熱帯低気圧（第
4.11.4項）、気温解析値の時間均質性（第 4.11.5項）の
評価結果を述べる。JRA-3Qで用いているデータ同化
システム、境界条件、強制場、観測データの概要等に
ついては、数値予報開発センター年報（令和 2年）第
2.3.8項 (気象庁 2021)及び同（令和 3年）第 4.12節

1 JRA-3Q データの取得方法については、JRA-3Q ホーム
ページ (https://jra.kishou.go.jp) を参照されたい。

(気象庁 2022)を参照されたい。

4.11.2 2日予報スコア
データ同化システムで用いているものと同じ予報モ
デルによる延長予報の対初期値検証スコアを比較する
ことにより、各データ同化システムにおける解析値・
予報値の整合性、観測システムの変遷の影響、プロダ
クトの時間的均質性等を推察できる。
図 4.11.1と図 4.11.2はそれぞれ、北半球及び南半球
の中・高緯度 500hPa高度 2日予報と熱帯域対流圏上
層及び下層の風ベクトル 2日予報について、JRA-3Q、
JRA-55、JRA-25及び現業全球データ同化システムの
二乗平均平方根 (RMS: Root-mean-square) 誤差を示
している。予報スコアの良い順に JRA-3Q、JRA-55、
JRA-25となっており、データ同化システムの着実な性
能向上の効果が認められる。また、再処理衛星データ
の取得・利用等による観測データの拡充・品質向上も
予報スコア向上に寄与している。特に、JRA-3Qでは
1990年代の南半球中・高緯度の 500hPa高度 RMS誤
差が大きく改善した結果、他の期間・領域との予報ス
コアの差が縮小しており、プロダクトの均質性が向上
していると言える。これは、TIROS実用型鉛直サウン
ダ (TOVS: TIROS Operational Vertical Sounder) 輝
度温度の間引き間隔縮小（JRA-55では 250kmのとこ
ろを JRA-3Qでは 125kmに変更）及び背景誤差分散
の調整 (気象庁 2021)の効果と考えられる。
他方、前衛星期間（1972年以前）の南半球中・高緯
度及び熱帯においては、JRA-55と同様に観測システ
ムの拡充に反して予報スコアが徐々に悪化する傾向が
見られる。再解析対象期間当初のこれらの領域におけ
る低い RMS誤差は観測データによる拘束が不十分で
あるためと考えられ、この期間の観測システムのもと
でのデータ同化システムの性能には依然として課題が
あることを示唆している。

4.11.3 ラジオゾンデ観測データに対する背景値の
適合度

対背景値 D値（観測値–背景値）は、背景誤差や観
測誤差といったデータ同化システムの調整パラメータ
に対して独立であることから、その統計から予報モデ
ルの性能や観測データのバイアス等の評価に有益な情
報を得ることができる。ここでは、JRA-3Q、JRA-55

及び JRA-25で使用したラジオゾンデ気温観測の対背
景値D値の全球平均及びRMSの時系列の比較を行う。
対流圏におけるラジオゾンデ気温観測との整合性に
ついては、JRA-3Qは 1980年代以降において JRA-55

と比べて非常に良くなっている。具体的には、250hPa

付近の D値時系列では、JRA-55の対流圏上層に高温
バイアスがあったことを示している（図 4.11.3 (c)）。
一方、JRA-3Qでは、対流圏上層の高温バイアスが大
幅に解消しており、ラジオゾンデ気温観測との整合性
が非常に良くなっていることが分かる。また、850hPa
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図 4.11.1 JRA-3Q、JRA-55、JRA-25及び現業全球データ
同化システムの 500hPa高度 2日予報 RMS誤差。検証対
象はそれぞれの解析値。値は直前の 12か月間の平均値を
表す。(a) 北半球中・高緯度（90°–20°N）、(b) 南半球中・
高緯度（20°–90°S）。
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図 4.11.2 JRA-3Q、JRA-55、JRA-25及び現業全球データ
同化システムの熱帯域（20°N–20°S）風ベクトル 2日予報
RMS誤差。検証対象はそれぞれの解析値。値は直前の 12
か月間の平均値を表す。(a) 250hPa、(b) 850hPa。

付近では、JRA-25、JRA-55、JRA-3QともにD値平
均値が正の方向にシフトしており、対流圏下層の低温
バイアスを示唆しているが、JRA-3QではD値平均値
が減少しており、低温バイアスが緩和していることが
分かる（図 4.11.3 (g)）。
他方、30hPa付近では、JRA-3QのRMSは JRA-55

と同程度であるが、D値平均値は特に大規模火山噴火
後の 1982年（エルチチョン火山）や 1991年（ピナツボ
火山）に増大しており、成層圏の昇温の表現が弱いこと
を示唆している（図 4.11.3 (a), (b)）。火山性エーロゾ
ルの年々変動については、JRA-25、JRA-55、JRA-3Q
のいずれの予報モデルでも考慮されていないことから、
昇温量の表現の違いは主にラジオゾンデ観測データの

インパクトの違いと考えられる。また、対流圏中層に
おいては、1970年代以前のラジオゾンデ気温観測との
整合性に JRA-55と比べて若干の改悪が見られる。こ
れらの要因としては、JRA-3Qでは現在の充実した観
測システムに対して最適化された水平相関距離が短い
背景誤差共分散を利用しているため（図 4.11.4）、観測
データの少ない過去期間においてモデルバイアスを十
分に拘束できない場合があり得ることが推測される。
水平相関距離の違いがデータ同化における観測データ
のインパクトに及ぼす影響については、今後、詳細な
調査が必要と考えられる。
1940年代は D値平均値・RMSともに大きいが、こ
の期間の観測データ数が非常に少なく、特に高層観測
が北半球の一部地域しか存在しないことにより、背景
値の精度が低いことに加え、統計的ばらつきが大きい
ことも要因の一つと考えられる。

4.11.4 熱帯低気圧
JRA-55では、JRA-25に比べて全般的な熱帯低気圧
の検出率は向上したものの、現実にはない長期的な弱
化傾向が見られる問題があった (古林ほか 2015)。この
課題に対処するため、JRA-3Qでは、JRA-55まで利
用されていた熱帯低気圧周辺風の算出方法から気象庁
現業システムに基づく熱帯低気圧ボーガスデータ作成
手法に変更した (気象庁 2021)。これにより熱帯低気圧
解析の一貫性が大幅に改善したが、2013年 5月～2021

年 12月の期間については、熱帯低気圧ボーガスデータ
の一部欠落により、北西太平洋を除く領域で熱帯低気
圧解析の品質が低下していることが判明したため (気
象庁 2022)、欠落した熱帯低気圧ボーガスデータを補
完のうえ、同期間の再計算を実施した。
図 4.11.5にHatsushika et al. (2006)の手法を基に計
算した JRA-3Qおよび JRA-55の熱帯低気圧検出率を
示す。上述の要因により、JRA-55では 1980年代後半
以降、検出率の低下傾向が見られる。一方、JRA-3Q

については、再計算の実施により再計算前のデータで
見られていた 2013年以降の検出率の急落が解消すると
ともに、JRA-55で見られた弱化傾向が解消され、期
間を通して概ね 90％を超える値を示している。このよ
うな改善には、気象庁が熱帯低気圧ボーガスを独自に
作成することにより、熱帯低気圧周辺風よりも熱帯低
気圧の強度をより適切に捉えかつ時間的均質性の高い
熱帯低気圧ボーガスの利用が可能になったことが大き
く寄与していると考えられる。

4.11.5 気温解析値の時間均質性
近年の再解析データセットにおける長期変化傾向の
再現性については、衛星輝度温度のバイアス補正手法
の高度化等により、旧世代のものと比べて概ね改善し
ている (例えば、 Simmons et al. 2014)。他方、現在の
充実した観測システムに対して最適化されたデータ同
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図 4.11.3 JRA-3Q、JRA-55及び JRA-25で使用したラジオゾンデ気温観測対背景値 D値の全球平均、及び RMSの時系列

化システム（特に背景誤差共分散）を観測データの少な
い過去期間に適用した場合に、モデルバイアスを十分
に拘束できず、時間的均質性が損なわれる事例も報告
されている (例えば、 Simmons et al. 2020)。JRA-3Q

データは数十年規模変動や気候変化に関する研究を含
む幅広い分野において利用が期待されるため、その時
間的均質性を評価しておくことは非常に重要である。
ここでは、JRA-55及び独立した観測データセットで
再現されている長周期変動や長期変化傾向との比較を
行う。

(1) 地上
図 4.11.6 は、全球平均地上気温について、JRA-

3Qの月別時系列と、JRA-55、ECMWF再解析ERA5

(Hersbach et al. 2020) 及び独立な観測データセット
との比較を示している。独立な観測データセットとし
て、ここでは、ハドレーセンター／気候研究ユニット
の全球気温データセット HadCRUT5 (Morice et al.

2021), NOAA 全球地上気温データセット (NOAA-

GlobalTemp: NOAA Global Surface Temperature

Dataset; Huang et al. 2020)、ゴダード宇宙科学研究所
地上気温データセット (GISTEMP: Goddard Institute

for Space Studies Surface Temperature; Lenssen et al.

2019), Berkeley Earthデータセット (Rohde and Haus-

father 2020)を用いる。なお、JRA-55と JRA-3Qの全
球平均地上気温を算出する際、海上においては、船舶の
気温観測のバイアスによる影響 (Simmons et al. 2004)

を受けていると考えられる解析値の代わりに、背景値
を利用している（陸上においては解析値）。
1980年代以降においては、これらの時系列の変動は
かなり良く一致している。JRA-3Qについては 1985年
6月に海面境界条件を現場観測に基づいた 1度解像度の
COBE-SST2 (Hirahara et al. 2014)から衛星観測に基
づいた 0.25度解像度のMGDSST (栗原ほか 2006)に
切り替えているが、それによる影響は全球平均では無
視できると言える。一方、1970年代以前においては、
データセット間に比較的大きな差が見られる。これは主
に、観測データの少ない海氷域及び南極大陸における気
温推定値の差によるものと考えられる。また、JRA-55

と JRA-3Qの差については、予報モデルにおける開水・
海氷排他格子から開水・海氷混在格子への改善に伴い
(米原 2019)、海氷密接度の変動の影響が海氷域の気温
推定値に表れやすくなったことも要因の一つとして考
えられる。従って、海氷域において気温の長周期変動

122



(a) Relative vorticity, JRA-3Q
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図 4.11.4 (a, b) JRA-3Q及び (c, d) JRA-55で利用した背景誤差共分散の水平相関の距離・高度断面図。(a, c) 相対渦度及
び (b, d) 非バランス気温（風の場と統計的に独立な気温成分）の背景誤差共分散の水平相関。相対渦度、非バランス気温等、
変分法の制御変数の詳細は (竹内 2002)を参照。
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図 4.11.5 JRA-3Q確定版、JRA-3Q暫定版 (provisional)、
及び JRA-55における熱帯低気圧の全球検出率。熱帯低気
圧の検出方法は Hatsushika et al. (2006)に準拠し、合同
台風警報センターおよび米国国立ハリケーンセンターのベ
ストラックデータを使用した。（気象研究所 釜堀弘隆氏、
原田やよい氏提供）

の再現性を向上させるためには、海氷密接度データの
時間的均質性の向上が非常に重要と考えられる。

(2) 対流圏下層から下部成層圏
図 4.11.7は、対流圏下層から下部成層圏までの 4層
の全球平均気温偏差について、JRA-3Qの月別時系列
と JRA-55及び独立な観測データセットのものとの比
較を示している。独立な観測データセットとして、ここ
では、ハドレーセンターのラジオゾンデ気温プロダク
トHadAT2 (Thorne et al. 2005)と、マイクロ波探査計
(MSU: Microwave Sounding Unit) 及び 改良型マイク
ロ波探査計 (AMSU: Advanced Microwave Sounding

Unit) プロダクト NOAA v4.1 (Zou and Wang 2011),

UAH v6.0 (Spencer et al. 2017), RSS v4.0 (Mears and

Wentz 2016, 2017)を用いる。
JRA-3Qの全球平均気温では、第 4.11.3項で述べた
要因により、大規模火山噴火後の成層圏の昇温量が小
さい傾向はあるが、その他の点では、ラジオゾンデ気温
プロダクトやマイクロ波探査計気温プロダクトと非常
によく似た変動が再現されている。特に、JRA-55では
過少だった下部成層圏気温の下降トレンドが JRA-3Q

ではHadAT2とほぼ同等になっている（図 4.11.7 (a)）。
その要因の一つとしては、JRA-55では 1978年以前の
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図 4.11.6 JRA-3Q、JRA-55、ERA5、HadCRUT5、
NOAAGlobalTemp、GISTEMP、Berkeley Earth の
全球平均地上気温の 12 か月移動平均値。JRA-55 と
JRA-3Q の全球平均地上気温を算出する際、海上におい
ては背景場を利用している（陸上においては解析値）。偏
差はそれぞれのデータセットの 1991～2020年の期間の気
候値に対して計算されている。

オゾンデータが月別気候値であったのに対し、JRA-3Q
では全期間について気象研究所化学気候モデル MRI-

CCM2.1 (Deushi and Shibata 2011)により作成され
たオゾン再解析データを利用していることが考えられ
る。また、JRA-55で 2006年以前のラジオゾンデ気温観
測のバイアス補正に用いたRAOBCORE (Radiosonde

Observation Correction using Reanalyses) V1.4につ
いては、下部成層圏で下降トレンドが小さいことが指
摘されており (Haimberger et al. 2012)、JRA-3Qでは
RISE (RICH with Solar Elevation Dependent) v1.7.2

に更新したことも要因として考えられる。

(3) 中部成層圏から成層圏上端
図 4.11.8は、中部成層圏、上部成層圏、成層圏上端
の全球平均気温偏差について、JRA-3Qの月別時系列
と JRA-55及び独立な観測データセットのものとの比
較を示している。旧バージョンの成層圏探査計 (SSU:

Stratospheric Sounding Unit) データに基づく衛星観
測データセットについては、大きな不確実性があるこ
とが指摘されていたほか (Thompson et al. 2012)、同
測器による観測が終了した 2006年半ば以降のデータを
得ることができなかった。その後、SSUデータの再処
理により不確実性の低減が図られているとともに、新
しい衛星測器による成層圏気温データとの接続により
2006年以降のデータが利用可能となっている (Maycock
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図 4.11.7 (a)下部成層圏、(b)対流圏上層、(c)対流圏中層、
(d) 対流圏下層の全球平均気温偏差の 12か月移動平均値の
時系列。RSS v4.0、UAH v6.0、NOAA v4.1の時系列は
MSUチャンネル 4、3、2の観測値とその対流圏下層への
外挿値であるのに対し、JRA-3Q、JRA-55、HadAT2の
時系列は気温から計算したMSU等価量である。偏差はそ
れぞれのデータセットの 1995～2005年の期間の気候値に
対して計算されている。

et al. 2018)。ここでは、最新の独立な観測データセッ
トとして、米国大気研究センター (NCAR: National

Center for Atmospheric Research) の SSU及びマイク
ロ波リムサウンダ (MLS: Microwave Limb Sounder)

成層圏気温プロダクト (Randel et al. 2016)と NOAA

の SSU 及び AMSU-A 成層圏気温プロダクト NOAA

v3.0 (Zou and Qian 2016)を用いる。
JRA-3Qの長期変化傾向については、1980年代以降
において概ね衛星観測に基づく成層圏気温プロダクト
のものと整合しているとともに、1970年代以前におい
ても 1980年代以降とほぼ同等な長期変化傾向が表現さ
れている。JRA-55の時系列では、特に成層圏上端にお
いて、1950年代末から 1960年代にかけて気温が上昇
する不自然な変動が見られていたが、これは、この期
間において 10hPa及びそれより上層に到達するラジオ
ゾンデ観測が非常に少なかったことにより生じた低温
バイアスによるものと考えられる。JRA-3Qでは、予
報モデルにおける成層圏の低温バイアスの低減が、こ
のような不自然な変動の解消に寄与したものと考えら
れる。
他方、JRA-3Qの長周期変動の表現は衛星観測に基
づく成層圏気温プロダクトのものと比べてかなり小さ
く、JRA-55のものと比べても弱まっている。これは、
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図 4.11.8 (a) 成層圏上端、(b) 上部成層圏、(c) 中部成層圏
の全球平均気温偏差の 12か月移動平均値の時系列。NOAA
v3.0と NCARの時系列は SSUチャンネル 3、2、1の観
測値であるのに対し、JRA-3Qと JRA-55の時系列は気温
から計算した SSU等価量である。偏差はそれぞれのデー
タセットの 1995～2005年の期間の気候値に対して計算さ
れている。

JRA-55、JRA-3Qともに予報モデルにおいて、火山性
エーロゾル、太陽定数、成層圏水蒸気量の年々変動が
考慮されていないことに加えて、第 4.11.3項で述べた
ように、JRA-3Qでは現在の充実した観測システムに
対して最適化された水平相関距離が短い背景誤差共分
散を利用しているため、観測データの少ない過去期間
においてモデルバイアスを十分に拘束できていないこ
とが原因と考えられる。成層圏気温の変動の再現性向
上には、予報モデルに現在考慮されていない前述の要
因を取り入れるとともに、観測システムの変遷に応じ
た背景誤差共分散の最適化が必要と考えられる。

4.11.6 まとめと今後の予定
長期再解析データの期間延長と品質向上を図るため、

1947年 9月以降を対象とする JRA-3Q長期再解析を
実施した。JRA-3Qでは、JRA-55以降の現業全球数
値予報システム及び海面水温解析の開発成果や、国内
外の気象機関等によるデータレスキュー、衛星運用機
関による衛星データの再処理による過去の観測データ
拡充の成果等を活用している。これらの成果の活用に
より、JRA-55から更にプロダクトの品質が向上して
いることが、現在進めている品質評価で確認されてい
る。熱帯低気圧については、再計算の実施により再計
算前のデータで見られていた 2013年以降の検出率の

急落が解消するとともに、JRA-55で見られた弱化傾
向が解消され、熱帯低気圧解析の一貫性が大幅に改善
した。
大気海洋部等においては、2023年春頃に地球温暖化
等の気候監視・異常気象分析をはじめとする幅広い業
務で JRA-55データから JRA-3Qデータへの切替えが
予定されており、これらのプロダクトの精度向上が見
込まれる。更に、地方官署等においても、大きな災害を
もたらした過去事例等の調査に JRA-3Qデータを活用
することにより、顕著現象等に関する知見の拡充も期
待される。また、2023年春頃には、2013年 5月～2021

年 12月の再計算も含め、JRA-3Qの全期間のデータ公
開を予定している。品質評価結果については、JRA-3Q

の仕様とともに JRA-3Q総合報告論文として学術論文
誌に投稿する予定である。
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